
 
 

平成 25 年５月 17 日 
各      位 

 

会 社 名    椿本興業株式会社 

代表者名  取締役社長     椿本 哲也 

（コード番号 8052  東証・大証第 1部） 

問合せ先  取締役 執行役員  春日部 博 

（TEL．  06－4795－8806 ） 

 

 

（訂正）「平成 20 年３月期 中間決算短信」の一部訂正について 
 
 

 当社は、平成 25 年５月８日付適時開示「当社元従業員による不正行為に係る決算訂正について」

にてお知らせしましたとおり、過年度決算短信の訂正作業を進めてまいりました。 

このたび、平成 19 年 11 月 8 日付「平成 20 年３月期 中間決算短信」の訂正作業が完了しました

ので、訂正内容についてお知らせいたします。 

なお、訂正箇所が多数に及ぶため、訂正後及び訂正前の全文をそれぞれ添付し、訂正箇所には を

付して表示しております。 

以 上 
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（訂正後） 

 
平成19年11月 8日

 

   

 

 

 
1.  19年9月中間期の連結業績（平成19年 4月 1日～平成19年 9月30日） 

 

   

 

   

 

 

 
  

 

   

2. 配当の状況 

   

3.  20年3月期の連結業績予想（平成19年 4月 1日～平成20年 3月31日） 

 

平成 20 年 3 月期 中間決算短信

上 場 会 社 名 椿本興業株式会社 上場取引所 東証第１部・大証第１部

コ ー ド 番 号 ８０５２ URL   http://www.tsubaki.co.jp

代  表  者 (役職名)取締役社長 (氏名)椿本 哲也

問合せ先責任者 (役職名)取締役専務執行役員 (氏名)宮崎 捷 TEL (06)4795－8806  

半期報告書提出予定日 平成19年12月 7日 配当支払開始予定日 平成19年12月 7日

(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 9月中間期 47,753 4.3 1,469 33.5 1,581 34.3 672 61.6

18年 9月中間期 45,773 7.2 1,101 53.9 1,178 50.9 416 △0.2

19年  3月期 93,209 ― 2,280 ― 2,422 ― 925 ―

１株当たり中間 
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間 
(当期)純利益

円  銭 円  銭

19年 9月中間期 20.89 ―
18年 9月中間期 12.96 12.93

19年  3月期 28.81 28.77

(参考) 持分法投資損益 19年9月中間期 37百万円 18年9月中間期 27百万円 19年3月期 45百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円  銭

19年 9月中間期 59,270 12,858 21.4 393.12

18年 9月中間期 62,645 12,185 19.3 375.69

19年  3月期 65,121 12,841 19.5 394.70

(参考) 自己資本 19年9月中間期 12,666百万円 18年9月中間期 12,074百万円 19年3月期 12,692百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年 9月中間期 △980 △1,216 177 4,433

18年 9月中間期 870 △73 256 4,397

19年  3月期 3,358 △12 △245 6,444

１株当たり配当金

(基準日) 中間期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭

19年 3月期 3. 00 7. 00 10. 00

20年 3月期(実績) 4. 00 ―

20年 3月期(予想) ― 6. 00 10. 00

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 96,500 3.5 2,550 11.8 2,700 11.5 1,350 45.8 41. 91
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4. その他 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         無 

 (注) 詳細は、22ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情

報」をご覧ください。 

  

1.  19年9月中間期の個別業績（平成19年 4月 1日～平成19年 9月30日） 

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

2.  20年3月期の個別業績予想（平成19年 4月 1日～平成20年 3月31日） 

 

 
  

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

①期末発行済株式数(自己株式を含む)  19年9月中間期 32,489,845株 18年9月中間期 32,489,845株

 19年3月期 32,489,845株

②期末自己株式数  19年9月中間期 269,426株 18年9月中間期 349,923株

 19年3月期 331,135株

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 9月中間期 44,293 3.2 1,077 31.6 1,386 32.1 687 66.4
18年 9月中間期 42,903 7.2 818 65.7 1,049 66.3 413 15.2

19年  3月期 86,494 ― 1,690 ― 1,975 ― 703 ―

１株当たり中間 
(当期)純利益

円  銭

19年 9月中間期 21.33

18年 9月中間期 12.85

19年  3月期 21.88

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円  銭

19年 9月中間期 56,253 11,190 19.9 346.95

18年 9月中間期 58,993 10,879 18.5 338.15

19年  3月期 61,707 11,230 18.2 348.87

(参考) 自己資本 19年9月中間期 11,190万円 18年9月中間期 10,879百万円 19年3月期 11,230万円

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 89,000 2.9 1,900 12.4 2,200 11.4 1,150 63.4 35. 67

 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる場合があります。なお、平成
19年10月31日に通期業績予想を修正・開示しております。又、3ページの「１ 経営成績」にも修正後の通期の見通し
について記載しておりますのでご参照ください。
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当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、個人消費の停滞、原材料高、米国景気の先行き等の

不安材料を内包しつつも、設備投資は底堅く、企業部門の業績は順調に推移いたしました。 

このような状況のもと、当企業グループは、自動車関連業界をはじめ、重厚長大産業向けの販売が

好調を維持し、前年度に引き続き業績の拡大を計ることができました。 

当中間連結会計期間の業績は以下のとおりであります。 

 
部門別では、 
  

動伝事業 

当事業は、株式会社椿本チエイングループのパワトラ商品を中心として、国内外の動力伝動商品の

全般を取り扱っており、その売上高は全体の約50％を占めております。 

当中間連結会計期間は、復活した重厚長大産業向け案件が業績を押し上げ、当事業全体の売上高

は、 238億0百万円（前期比104.7％）となりました。 
  

設備装置事業 

当事業は、株式会社椿本チエイングループのマテハン商品、当社独自のエンジニアリングによるツ

バコーシステム商品を中心に、産業分野全般にわたり搬送装置等の自動化・省力化商品を提供してお

り、その売上高は全体の約42％を占めております。 

当中間連結会計期間は、自動車業界、液晶関連等、堅調な民間設備投資を背景に、当事業全体の売

上高は、202億77百万円（前期比104.5％）となりました。 
  

産業資材事業その他 

当事業は、不織布製品をはじめ合成樹脂原料及びその成型加工品、カルマーポンプ、新素材商品等

幅広い商品を取扱っている部門であり、その売上高は全体の約8％を占めております。 

当中間連結会計期間は、原材料高、ユーロ高等の為替変動の影響を大きくうけ、当事業全体の売上

高は、36億75百万円(前期比101.1％)となりました。 

  

当中間連結会計期間は、平成19年5月15日の公表値に比べ、売上高は微増でありましたが、利益面

では営業効率の改善により増益となりました。 

日本経済は、株安、個人消費の停滞、米国景気の減速懸念等、不安材料をかかえ、景気は悪くない

ものの先行き不透明感が拭いきれず、景気持続の判断が難しい局面となっております。 

当下期においては、売上高の拡大を第一目標とすると共に、各利益面での充実により、企業体質の

向上をめざし、通期業績予想を次のとおりと見込んでおります。 

   
（参考）平成１９年５月１５日公表値 

１ 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

Ⅰ 当中間期の経営成績

売上高 ４７７億 ５３百万円 （対前年同期比 104.3％）

営業利益 １４億 ６９百万円 （   〃    133.5％）

経常利益 １５億 ８１百万円 （   〃    134.3％）

中間純利益 ６億 ７２百万円 （   〃    161.6％）

Ⅱ 通期の見通し

連結売上高 ９６５億 円  （対前年同期比 103.5％）

連結営業利益 ２５億 ５０百万円 （   〃    111.8％）

連結経常利益 ２７億 円  （   〃    111.5％）

連結当期純利益 １３億 ５０百万円 （   〃    145.8％）

連結売上高 ９６５億 円  （うち上期 ４８０億 円    ）

連結営業利益 ２３億 ５０百万円 （  〃    １１億 １０百万円）

連結経常利益 ２５億 円  （  〃    １２億 円    ）

連結当期純利益 １２億 ５０百万円 （  〃     ６億 １０百万円）
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流動資産は、前連結会計年度末に比べ63億1百万円減少いたしました。主な要因は、買入債務の

決済に要したこと等による現金の減少20億10百万円、前年度末の売掛金を回収し、受取手形が決済

されたことによる受取手形及び売掛金の減少13億10百万円、当期の売上に伴うたな卸資産の減少20

億42百万円等によるものであります。固定資産は、投資有価証券を取得したこと等により合計で4

億50百万円増加しております。 

  

流動負債は、前連結会計年度末に比べ56億31百万円減少いたしました。主な要因は、大口の前年

度末休日手形の決済を実行したための支払手形及び買掛金の減少54億59百万円と、前受金の減少3

億73百万円等によるものであります。また、固定負債は、繰延税金負債が1億65百万円減少したこ

と等により、2億36百万円減少いたしました。 

  

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ17百万円増加いたしました。主な要因は、当期純利益を

6億72百万円計上したことによる増加と、配当金の支払2億25百万円、投資有価証券の時価の下落に

伴うその他有価証券評価差額金が5億2百万円減少したことなどによるものであります。 

  

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、44億33百万円と

なり、前連結会計年度末より20億10百万円減少いたしました。 

  

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

当中間連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は9億80百万円となりました。この

主な原因は、前連結会計年度末の売掛金を回収した結果により売上債権の減少額が13億10百万円と

なり、さらに、たな卸資産の減少額20億42百万円、税金等調整前中間純利益15億41百万円等の資金

の増加があった一方、前年度末休日手形の決済を実行したための仕入債務の減少額54億59百万円、

前受金の減少額3億73百万円、法人税等の支払7億89百万円等による資金の減少によるものでありま

す。 

  

当中間連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は12億16百万円となりました。この

主な原因は、投資有価証券の購入による支出11億16百万円、固定資産の取得による支出93百万円等

による資金の減少によるものであります。 

  

当中間連結会計期間における財務活動の結果、増加した資金は1億77百万円となりました。この

主な原因は、短期借入金の増加額4億円等の資金の増加と、配当金の支払額2億25百万円等による資

金の減少によるものであります。 

  

通期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上の拡大に

対応し不良債権の発生を極力抑制すると共に、債権回収の早期化の促進をはかることを念頭に、当企

業グループ全体の資金効率向上を目指してまいります。投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フ

ローは、先行きの金利上昇に備えながら売上拡大に対応できる効率的な資金調達、運用を念頭に活動

してまいります。  

(2) 財政状態に関する分析

Ⅰ 資産、負債及び純資産の状況

① 資産

② 負債

③ 純資産

Ⅱ キャッシュ・フローの状況

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 
※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

1.  各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

2.  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

3.  営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象

としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

  

当社は、連結配当性向30％以上を目標に、期間損益に応じた適正な配当を安定的に実施する事を重視

しており、内部留保は企業環境の変化に対応する今後の事業展開と、安定的な株主配当に役立ててまい

ります。そして、中期的には自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上を安定的に確保することを目指

して更なる企業価値の増大を計り、同時に株主の皆様への利益還元も充実させて行く所存であります。

 この方針のもと、当中間期の配当金は、期初の予定通り１株当たり４円とさせていただきます。ま

た、期末配当につきましては、現在のところ１株当たり６円を予定しておりますが、今後の業績の推移

並びに配当性向等を勘案し、改めて期末時に判断させていただく所存です。 

  

    

  

  

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
平成19年9月

中間期

自己資本比率 20.0 ％ 21.1 ％ 22.3 ％ 19.5 ％ 21.4 ％

時価ベースの自己資本比率 19.6 ％ 28.7 ％ 29.7 ％ 22.9 ％ 22.9 ％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

   2.5 1.7  －  1.0   －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

22.0    24.9      －   54.7      －

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当
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  最近の有価証券報告書（平成19年６月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係  会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

  

  

  

  

(1)会社の経営の基本方針から(4)会社の対処すべき課題までは、平成19年３月期決算短信（平成19年

 ５月15日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

  （当社ホームページ） 

    http://www.tsubaki.co.jp 

    （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

    http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

 
   該当事項はありません。 

２ 企業集団の状況

３ 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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４ 中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,397 4,433 6,444

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※５ 38,866 35,865 37,175

 ３ たな卸資産 5,499 5,123 7,165

 ４ その他
※５
６

1,935 1,435 2,406

   貸倒引当金 △304 △221 △254

   流動資産合計 50,393 80.4 46,635 78.7 52,937 81.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 404 505 434

 ２ 無形固定資産 6 4 6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 10,633 10,863 10,569

    (2) 長期未収入金 ※６ 482 660 589

  (3) その他 1,348 1,385 1,299

    貸倒引当金 ※６ △623 11,841 △785 12,123 △715 11,742

    固定資産合計 12,252 19.6 12,634 21.3 12,183 18.7

    資産合計 62,645 100.0 59,270 100.0 65,121 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※２
５

38,707 34,483 39,943

 ２ 短期借入金 491 493 93

 ３ 一年内償還予定の 
   社債

－ 1,350 1,350

 ４ 役員賞与引当金 27 52 103

 ５ 前受金 3,229 3,724 4,098

 ６ その他
※５
６

1,304 1,321 1,468

   流動負債合計 43,760 69.8 41,425 69.9 47,056 72.3

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,350 － －

 ２ 長期借入金 2,000 2,000 2,000

 ３ 退職給付引当金 878 945 917

 ４ 役員退職引当金 527 467 566

 ５ その他 1,943 1,572 1,739

   固定負債合計 6,699 10.7 4,986 8.4 5,223 8.0

   負債合計 50,460 80.5 46,411 78.3 52,280 80.3

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,945 4.7 2,945 5.0 2,945 4.5

 ２ 資本剰余金 1,816 2.9 1,805 3.0 1,813 2.8

 ３ 利益剰余金 3,757 6.0 4,617 7.8 4,170 6.4

 ４ 自己株式 △93 △0.1 △74 △0.1 △90 △0.1

   株主資本合計 8,425 13.5 9,295 15.7 8,839 13.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

3,649 5.8 3,339 5.6 3,842 5.9

 ２ 為替換算調整勘定 △0 △0.0 31 0.1 11 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

3,649 5.8 3,371 5.7 3,853 5.9

Ⅲ 少数株主持分 110 0.2 192 0.3 148 0.2

   純資産合計 12,185 19.5 12,858 21.7 12,841 19.7

   負債純資産合計 62,645 100.0 59,270 100.0 65,121 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 45,773 100.0 47,753 100.0 93,209 100.0

Ⅱ 売上原価 40,422 88.3 42,037 88.0 82,258 88.3

    売上総利益 5,350 11.7 5,716 12.0 10,950 11.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,249 9.3 4,246 8.9 8,670 9.3

    営業利益 1,101 2.4 1,469 3.1 2,280 2.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 3 3 7

 ２ 受取配当金 71 80 111

 ３ 持分法による投資利益 27 37 45

 ４ その他の営業外収益 29 132 0.3 39 161 0.3 89 253 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 30 31 61

 ２ 売上割引 14 12 29

 ３ その他の営業外費用 10 55 0.1 5 49 0.1 20 111 0.1

    経常利益 1,178 2.6 1,581 3.3 2,422 2.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 3 0

 ２ 投資有価証券売却益 ― ― 77

 ３ 関係会社株式売却益 3 ― 3

 ４ 貸倒引当金戻入額 18 22 0.0 34 37 0.1 58 139 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却及び 
   廃棄損

※３ 0 0 1

 ２ 会員権評価損 5 ― 5

 ３ 投資有価証券評価損 ― 6 ―

 ４ ゴルフ会員権評価損 ― 0 0

 ５ 貸倒引当金繰入額 144 150 0.3 71 77 0.2 251 258 0.2

   税金等調整前 
   中間（当期）純利益

1,049 2.3 1,541 3.2 2,303 2.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

579 634 1,213

   法人税等調整額 44 623 1.4 197 832 1.7 126 1,339 1.5

   少数株主利益 9 0.0 36 0.1 37 0.0

   中間（当期）純利益 416 0.9 672 1.4 925 1.0
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前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

(3) 中間連結株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,945 1,815 3,501 △105 8,158

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― △160 ― △160

 中間純利益 ― ― 416 ― 416

 自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― 0 ― 13 14

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

― 0 255 11 267

平成18年９月30日残高(百万円) 2,945 1,816 3,757 △93 8,425

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,684 △2 4,681 129 12,969

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― ― ― △160

 中間純利益 ― ― ― ― 416

 自己株式の取得 ― ― ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― ― ― 14

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額 (純額)

△1,034 2 △1,032 △18 △1,051

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

△1,034 2 △1,032 △18 △783

平成18年９月30日残高(百万円) 3,649 △0 3,649 110 12,185
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当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,945 1,813 4,170 △90 8,839

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △225 ― △225

 中間純利益 ― ― 672 ― 672

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― △7 ― 19 12

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

― △7 447 16 456

平成19年９月30日残高(百万円) 2,945 1,805 4,617 △74 9,295

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,842 11 3,853 148 12,841

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △225

 中間純利益 ― ― ― ― 672

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― 12

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額 (純額)

△502 19 △482 44 △438

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

△502 19 △482 44 17

平成19年９月30日残高(百万円) 3,339 31 3,371 192 12,858
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前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分160百万円と平成18年12月８日に実施いたしました中間

配当96百万円であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,945 1,815 3,501 △105 8,158

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― △257 ― △257

 当期純利益 ― ― 925 ― 925

 自己株式の取得 ― ― ― △7 △7

 自己株式の処分 ― △2 ― 22 19

 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― △2 668 14 680

平成19年３月31日残高(百万円) 2,945 1,813 4,170 △90 8,839

 

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,684 △2 4,681 129 12,969

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― ― ― △257

 当期純利益 ― ― ― ― 925

 自己株式の取得 ― ― ― ― △7

 自己株式の処分 ― ― ― ― 19

 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額 (純額)

△841 14 △827 18 △809

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△841 14 △827 18 △128

平成19年３月31日残高(百万円) 3,842 11 3,853 148 12,841
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

  税金等調整前中間（当期）純利益 1,049 1,541 2,303

  減価償却費 30 25 62

  引当金の増加額(または減少額△) 157 △82 364

  受取利息及び受取配当金 △74 △84 △119

  支払利息 30 31 61

  持分法による投資利益 △27 △37 △45

  投資有価証券売却益 ― ― △77

  関係会社株式売却益 △3 ― △3

  固定資産売却及び廃棄損 0 0 1

  投資有価証券評価損 ― 6 ―

  会員権評価損 5 ― 5

  売上債権の減少額(又は増加額△) △4,427 1,310 △2,726

  たな卸資産の減少額(又は増加額△) △22 2,042 △1,689

  仕入債務の増加額(又は減少額△) 4,084 △5,459 5,319

  前受金の増加額 (又は減少額△) 1,014 △373 1,883

  その他資産の減少額(又は増加額△) △761 823 △1,331

  その他負債の増加額(又は減少額△) 212 △1 449

  その他 243 △0 2

  小計 1,512 △259 4,460

  利息及び配当金の受取額 74 84 119

  利息の支払額 △29 △29 △61

  法人税等の支払額 △699 △789 △1,170

  その他 11 13 11

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

870 △980 3,358

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

  有価証券の取得による支出 △1 △2 △14

  有価証券の売却による収入 1 2 15

  短期貸付金の純減少額 
         (又は純増加額△)

0 5 1

  固定資産の取得による支出 △16 △93 △79

  固定資産の売却による収入 ― 3 1

  投資有価証券の取得による支出 △14 △1,116 △20

  投資有価証券の売却による収入 ― ― 145

  連結範囲の変更を伴う子会社株式 
  の売却にかかる支出

△35 ― △35

  敷金の純減少額(又は純増加額△) 10 0 12

  長期貸付による支出 △52 △5 △56

  長期貸付金の回収による収入 51 3 62

  その他 △16 △12 △44

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△73 △1,216 △12
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前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

  短期借入金の純増加額 
  (又は純減少額△)

400 400 1

  長期借入金の返済による支出 △1 ― △8

  長期借入による収入 10 ― 10

  自己株式の取得による支出 △2 △2 △6

  自己株式の処分による収入 14 12 19

  少数株主に対する配当金の支払額 △4 △5 △4

  配当金の支払額 △160 △225 △257

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

256 177 △245

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
  換算差額

12 8 12

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (又は減少額△)

1,066 △2,010 3,112

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,330 6,444 3,330

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

― ― 0

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

4,397 4,433 6,444
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 14社

 

当中間連結会計期間

において設立された

ツバコー北関東㈱を

連結の範囲に含めて

おります。またツバ

コー西濃販売㈱は保

有株式を全て売却し

たため連結の範囲か

ら除いております。

(1) 連結子会社の数 15社

 

(1) 連結子会社の数 15社

 

当連結会計年度におい

て設立されたツバコー

北関東㈱及び改称した

ツバコーセールスエン

ジニアリング㈱を連結

の範囲に含めておりま

す。またツバコー西濃

販売㈱は保有株式を全

て売却したため連結の

範囲から除いておりま

す。

なお、持分法適用会社

でありましたツバコー

エンジニアリング株式

会社は、平成18年10月

１日より事業範囲を拡

大し、重要性が増した

ため、同日より連結の

範囲に含めて掲載して

おります。また名称を

ツバコーセールスエン

ジニアリング株式会社

に改称しております。

(主要な連結子会社の名称)

 ㈱ツバコー・ケー・アイ

(主要な連結子会社の名称)

同左

(2) 非連結子会社の数３社

 

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

ツバコーエンジニアリ

ング㈱

 上海椿本商貿有限公司

上記のうち、ツバコー

エンジニアリング㈱に

ついては、平成18年10

月１日より事業範囲を

拡大し、名称をツバコ

ーセールスエンジニア

リング㈱に改称してお

ります。

(2) 非連結子会社の数２社

 

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

 上海椿本商貿有限公司

(2) 非連結子会社の数２社

 

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

上海椿本商貿有限公司
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結の範囲から除いた理

由) 

  

当該３社の合計の総資産

額、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(連結の範囲から除いた理

由) 

  

当該２社の合計の総資産

額、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(連結の範囲から除いた理

由)

 

当該２社の合計の総資産

額、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであり

ます。

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法を適用した非連

結子会社の数 ３社

 

主要な会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

ツバコーエンジニアリ

ング㈱

上海椿本商貿有限公司

(1) 持分法を適用した非連

結子会社の数 ２社

 

主要な会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

上海椿本商貿有限公司

(1) 持分法を適用した非連

結子会社の数 ２社

 

主要な会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

上海椿本商貿有限公司

(2) 持分法を適用した関連

会社の数 １社

 

主要な会社等の名称

椿本西日本㈱

(2) 持分法を適用した関連

会社の数 １社

 

主要な会社等の名称

同左

(2) 持分法を適用した関連

会社の数 １社

 

主要な会社等の名称

同左

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

 

持分法適用会社のう

ち、中間決算日が異な

る会社については、当

該会社の中間会計期間

に係る中間財務諸表を

使用しております。

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

 

同左

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

持分法適用会社のう

ち、決算日が異なる会

社については、当該会

社の事業年度に係る財

務諸表を使用しており

ます。
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間

決算日等(事業年

度等)に関する事

項

連結子会社のうちTSUBACO 

SINGAPORE  PTE．LTD.、

TSUBACO KOREA CO.,LTD.、

TSUBACO KTE CO.,LTD.の中

間決算日は平成18年６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たって

は、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用しており

ます。ただし、平成18年７

月１日から平成18年９月30

日までの期間に発生した重

要な取引については、連結

上必要な調整を行っており

ます。 

その他の連結子会社の中間

決算日はすべて９月30日で

あり、中間連結財務諸表提

出会社の中間決算日と一致

しております。

連結子会社のうちTSUBACO 

SINGAPORE  PTE．LTD.、

TSUBACO KOREA CO.,LTD.、

TSUBACO KTE CO.,LTD.の中

間決算日は平成19年６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たって

は、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用しており

ます。ただし、平成19年７

月１日から平成19年９月30

日までの期間に発生した重

要な取引については、連結

上必要な調整を行っており

ます。 

その他の連結子会社の中間

決算日はすべて９月30日で

あり、中間連結財務諸表提

出会社の中間決算日と一致

しております。

連結子会社のうちTSUBACO 

SINGAPORE  PTE．LTD.、

TSUBACO KOREA CO.,LTD.、

TSUBACO KTE CO.,LTD.の決

算日は平成18年12月31日で

あります。連結財務諸表の

作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、平成

19年１月１日から平成19年

３月31日までの期間に発生

した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。 

その他の連結子会社の決算

日はすべて３月31日であ

り、連結財務諸表提出会社

の決算日と一致しておりま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     …償却原価法

(定額法)

 ｂ その他有価証券

    時価のあるもの

     …中間決算日の

市場価格等に

基づく時価法

      (評価差額を

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法により算定

し て お り ま

す。)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     …同左

     

ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

     …同左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     …同左

 ｂ その他有価証券

    時価のあるもの

     …決算日の市場

価格等に基づ

く時価法

      (評価差額を

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法により算定

し て お り ま

す。)

    時価のないもの

     …移動平均法に

よる原価法

    時価のないもの

     …同左

    時価のないもの

     …同左

 ② たな卸資産

 ａ 商品………総平均法

による原

価法

 ｂ 半成工事…個別法に

よる原価

法

 ② たな卸資産

 ａ 商品………同左

 

 

 ｂ 半成工事…同左

 ② たな卸資産

 ａ 商品………同左

 

 

 ｂ 半成工事…同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採

用しております。た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く)については

定額法を採用してお

ります。なお、主な

耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15年～47年

機械装置 
及び 
運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～10年

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採

用しております。た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く)については

定額法を採用してお

ります。なお、主な

耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15年～47年

機械装置
及び 
運搬具

５年～12年

工具器具
及び備品

２年～15年

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採

用しております。た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く)については

定額法を採用してお

ります。なお、主な

耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15年～47年

機械装置 
及び 
運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～15年

 ② 無形固定資産

   定額法によっており

ます。なお、耐用年

数については、法人

税法に規定する方法

と同一の基準によっ

ております。

   ただし、自社利用の

ソフトウエアについ

ては、社内における

利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採

用しております。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

また、不正取引の消

去に伴い生じた長期

未収入金を含む貸倒

懸念債権等特定の債

権については個別に

回収可能性を勘案

し、回収不能見込額

を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。

なお、会計基準変更

時差異(1,148百万

円)については、12

年による按分額を費

用処理しておりま

す。

数理計算上の差異に

ついては、各連結会

計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(13年)による按分

額をそれぞれ発生時

の翌連結会計年度よ

り費用処理しており

ます。

 ② 退職給付引当金

    同左

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当連結会計年

度末において発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。

なお、会計基準変更

時差異(1,148百万

円)については、12

年による按分額を費

用処理しておりま

す。

数理計算上の差異に

ついては、各連結会

計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(13年)による按分

額をそれぞれ発生時

の翌連結会計年度よ

り費用処理しており

ます。

 ③ 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、

内規に基づく基準額

を計上しておりま

す。

 ③ 役員退職引当金

同左

 ③ 役員退職引当金

同左

 ④ 役員賞与引当金

   役員の賞与の支給に

備えるため、支給見

込額に基づき、当中

間連結会計期間末に

おいて発生している

と認められる額を計

上しております。

 ④ 役員賞与引当金

     同左

 ④ 役員賞与引当金

   役員の賞与の支給に

備えるため、支給見

込額を計上しており

ます。

(4) 収益の計上基準

長期大型工事(工期１

年超かつ請負金額３億

円以上)について、工

事進行基準を採用して

おります。

なお、当中間連結会計

期間における工事進行

基準による売上高は

929百万円でありま

す。

(4) 収益の計上基準

長期大型工事(工期１

年超かつ請負金額３億

円以上)について、工

事進行基準を採用して

おります。

なお、当中間連結会計

期間における工事進行

基準による売上高はあ

りません。

(4) 収益の計上基準

長期大型工事(工期１

年超かつ請負金額３億

円以上)について、工

事進行基準を採用して

おります。

なお、当連結会計年度

における工事進行基準

による売上高は937百

万円であります。
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産及び負債、

収益及び費用は、中間

決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部

における為替換算調整

勘定及び少数株主持分

に含めております。

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

     同左

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産及び負債、

収益及び費用は、連結

決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部

における為替換算調整

勘定及び少数株主持分

に含めております。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採

用しております。な

お、金利スワップに

ついては特例処理の

要件を満たしている

場合は特例処理を採

用しております。ま

た、為替予約取引の

うち振当処理の要件

を満たしている場合

は、振当処理を採用

しております。

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッ

ジ対象

  ・為替予約取引（外貨

建債権債務及び外貨

建予定取引）

  ・金利スワップ（長期

借入金）

 ② ヘッジ手段及びヘッ

ジ対象

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッ

ジ対象

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ③ ヘッジ方針

   外貨建取引について

は為替リスクを、長

期借入金については

金利変動リスクをヘ

ッジし、投機的な取

引は行わない方針で

あります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

   ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー

変動を直接結び付け

て判定しておりま

す。ただし、特例処

理によっている金利

スワップについて

は、有効性の評価を

省略しております。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係るもの

   リスク管理は取引権

限及び取引限度額等

を定めた社内ルール

に従い、財経部にて

行っております。

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係るもの

同左

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係るもの

同左

(8) その他重要な事項

・消費税等の会計処理

   税抜方式によってお

ります。

(8) その他重要な事項

・消費税等の会計処理

同左

(8) その他重要な事項

・消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。
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(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は12,074百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は12,692百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

（営業費用の配分の変更） 

 従来、海外取引にかかる営業費用

は、セグメントに所属する部署分を

そのまま当該セグメントに配分して

おりましたが、海外取引の多様化に

伴いセグメントをまたがる営業費用

が発生していることから当中間連結

会計期間より配分方法を見直し、よ

り実態に応じた適正な費用配分をす

ることといたしました。 

 これにより、従来の配分方法に比

べ、動伝事業に配分された営業費用

が38百万円増額し、営業利益が同額

減少しております。また、設備装置

事業では営業費用が38百万円減額さ

れ、営業利益が同額増加しておりま

す。

――― （営業費用の配分の変更） 

 従来、海外取引にかかる営業費用

は、セグメントに所属する部署分を

そのまま当該セグメントに配分して

おりましたが、海外取引の多様化に

伴いセグメントをまたがる営業費用

が発生していることから当連結会計

年度より配分方法を見直し、より実

態に応じた適正な費用配分をするこ

とといたしました。 

 これにより、従来の配分方法に比

べ、動伝事業に配分された営業費用

が58百万円増額し、営業利益が同額

減少しております。また、設備装置

事業では営業費用が58百万円減額さ

れ、営業利益が同額増加しておりま

す。
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前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― （重要な減価償却資産の減価償却の

方法） 

有形固定資産 

（会計方針の変更）

   法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

 

（追加情報） 

なお、平成19年３月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等

償却する方法によっておりま

す。これによる損益に与える

影響は軽微であります。

―――

追加情報

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（不正取引及び不適切な会計処理に

ついて）

 当社において、架空取引の疑いが

生じたことから、外部の独立機関と

して第三者委員会を設置し調査を実

施するとともに内部調査委員会によ

る調査を進めて参りました。 

 その結果、過去に行われた取引の

一部に関して不正取引及び不適切な

会計処理が行われておりました。

（不正取引及び不適切な会計処理に

ついて）

同左

（不正取引及び不適切な会計処理に

ついて）

同左

（訂正報告書の提出について）

 当社の不適切な会計処理につい

て、当社は金融商品取引法第24条の

５第５項の規定に基づき過去に提出

いたしました半期報告書に記載され

ている中間連結財務諸表及び中間財

務諸表に含まれる不適切な会計処理

を訂正し、半期報告書の訂正報告書

を提出いたしました。

（訂正報告書の提出について）

同左

（訂正報告書の提出について）

 当社の不適切な会計処理につい

て、当社は金融商品取引法第24条の

２第１項の規定に基づき過去に提出

いたしました有価証券報告書に記載

されている連結財務諸表及び財務諸

表に含まれる不適切な会計処理を訂

正し、有価証券報告書の訂正報告書

を提出いたしました。
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(7) 中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

331百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

369百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

351百万円

※２ 担保資産

   投資有価証券312百万円を営

業取引の担保に供しておりま

す。

※２ 担保資産

   投資有価証券422百万円を営

業取引の担保に供しており、

対応債務は、支払手形及び買

掛金で499百万円でありま

す。

※２ 担保資産

   投資有価証券405百万円を営

業取引の担保に供しており、

対応債務は、支払手形及び買

掛金で747百万円でありま

す。

 ３ 保証債務

   借入金保証

保証先
保証額 

(百万円)

従業員
(住宅資金)

2

 ３ 保証債務

      ―――

 ３ 保証債務

   借入金保証

保証先
保証額 
(百万円)

従業員
(住宅資金)

0

 ４    ―――  ４    ―――  ４ 受取手形割引高 135百万円

 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間末日は金融機関の

休日でありましたため、次の

満期手形が中間連結会計期間

末日残高に含まれておりま

す。

受 取 手 形

（営業外受

取手形を含

む）

713百万円

支 払 手 形

（営業外支

払手形を含

む）

1,537百万円

 

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間末日は金融機関の

休日でありましたため、次の

満期手形が中間連結会計期間

末日残高に含まれておりま

す。

受 取 手 形

（営業外受

取手形を含

む）

630百万円

支 払 手 形

（営業外支

払手形を含

む）

1,291百万円  

※５ 当連結会計年度末日満期手形

の会計処理は、手形交換日に

決済処理をしております。当

連結会計年度末日は金融機関

の休日のため、下記の満期手

形が当連結会計年度末日残高

に含まれております。

受 取 手 形

（営業外受

取手形を含

む）

869百万円

支 払 手 形

（営業外支

払手形を含

む）

2,242百万円

※６ 不正取引に関連して発生した

ものが、以下のとおり含まれ

ております。

流動資産

  その他

    営業外受取手形 15百万円

固定資産

 投資その他の資産

  長期未収入金 482百万円

  貸倒引当金 △482百万円

流動負債

  その他

    営業外支払手形 207百万円

※６ 不正取引に関連して発生した

ものが、以下のとおり含まれ

ております。

流動資産

  その他

    営業外受取手形 44百万円

固定資産

 投資その他の資産

  長期未収入金 660百万円

  貸倒引当金 △660百万円

流動負債

  その他

    営業外支払手形 199百万円

※６ 不正取引に関連して発生した

ものが、以下のとおり含まれ

ております。

流動資産

  その他

    営業外受取手形 44百万円

固定資産

 投資その他の資産

  長期未収入金 589百万円

  貸倒引当金 △589百万円

流動負債

  その他

    営業外支払手形 169百万円
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(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

給料及び手当 1,659百万円

賞与 281百万円

地代家賃 399百万円

貸倒引当金 
繰入額

2百万円

退職給付費用 141百万円

役員退職 
引当金繰入額

37百万円

役員賞与 
引当金繰入額

27百万円

減価償却費 30百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

給料及び手当 1,561百万円

賞与 263百万円

地代家賃 398百万円

退職給付費用 142百万円

役員退職
引当金繰入額

44百万円

役員賞与
引当金繰入額

51百万円

減価償却費 25百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

給料及び手当 3,201百万円

賞与 650百万円

旅費交通費 651百万円

退職給付費用 283百万円

地代家賃 794百万円

役員退職 
引当金繰入額

76百万円

役員賞与 
引当金繰入額

103百万円

減価償却費 62百万円

※２    ――― ※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬
具

2百万円

その他 0百万円

計 3百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び
運搬具

0百万円

※３    ――― ※３ 固定資産売却及び廃棄損の内

訳

工具器具及び備品 0百万円

その他 0百万円

計 0百万円

※３ 固定資産売却及び廃棄損の内

訳

工具器具及び備品 0百万円

その他 1百万円

計 1百万円
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（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
  

 
  

 
  
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 410 5 66 349

 単元未満株式の買取りによる増加 ４千株

 持分法適用会社が取得した自己株式の当社帰属分の増加 ０千株

 ストック・オプションの権利行使による減少 66千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 160 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 96 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日
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（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
  

 
  

 
  
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 331 7 69 269

 単元未満株式の買取りによる増加 ６千株

 持分法適用会社が取得した自己株式の当社帰属分の増加 ０千株

 ストック・オプションの権利行使による減少 69千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 225 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月８日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 129 4.00 平成19年９月30日 平成19年12月７日
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（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
  

 
  

 
  
  

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当連結会計年度 

増加株式数

当連結会計年度 

減少株式数

当連結会計年度末 

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当連結会計年度 

増加株式数

当連結会計年度 

減少株式数

当連結会計年度末 

株式数

普通株式 (千株) 410 16 96 331

 単元未満株式の買取りによる増加 15千株

 持分法適用会社が取得した自己株式の当社帰属分の増加 １千株

 ストック・オプションの権利行使による減少 96千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 160 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 96 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 225 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 
勘定

4,397百万円

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金
勘定

4,433百万円

 

  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 
勘定

6,444百万円
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(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

項目

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

動伝事業

(百万円)

設備装置
事業

(百万円)

産業資材
事業 
その他 
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

22,727 19,408 3,636 45,773 ― 45,773

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

336 953 115 1,404 (1,404) ―

計 23,063 20,362 3,752 47,177 (1,404) 45,773

営業費用 22,198 19,888 3,631 45,718 (1,046) 44,672

営業利益 864 473 120 1,459 (357) 1,101

項目

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

動伝事業

(百万円)

設備装置
事業

(百万円)

産業資材
事業 
その他 
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

23,800 20,277 3,675 47,753 ― 47,753

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

282 2,054 84 2,421 (2,421) ―

計 24,083 22,331 3,759 50,175 (2,421) 47,753

営業費用 23,130 21,572 3,658 48,360 (2,076) 46,284

営業利益 953 759 101 1,814 (345) 1,469
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(注) ① 事業区分は、内部管理組織によっております。 

（各事業に属する主要な商品） 

 
  

② 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の管理部門に係る費用

であります。 
  

 
  

・前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

・前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

項目

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

動伝事業

(百万円)

設備装置
事業

(百万円)

産業資材
事業 
その他 
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

46,753 39,213 7,242 93,209 ― 93,209

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

639 2,388 248 3,276 (3,276) ―

計 47,392 41,602 7,490 96,485 (3,276) 93,209

営業費用 45,658 40,546 7,269 93,474 (2,545) 90,928

営業利益 1,734 1,055 221 3,011 (730) 2,280

 

事業別 主要商品名

動伝事業

ローラチェーン及び鎖車、タイミングチェーン及び歯付きベルト、 

各種搬送用チェーン、各種カップリング、各種電動機、制御機器、 

各種変減速機、電子機器、その他伝動機器

設備装置事業

化学機械装置、水処理装置、食品機械、その他環境装置、各種NC工作機械、 

鍛圧機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各種自動化装置、サイロ設備、 

立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むFAシステム、建築請負工事、 

標準鉄構建築の設計施工、建設機械

産業資材事業 
その他

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

前中間連結会計期間 362百万円

当中間連結会計期間 370百万円

前連結会計年度 771百万円

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具 
及び備品 
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

408 49 457

減価償却 
累計額 
相当額

151 22 174

中間 
期末残高 
相当額

256 26 283

 
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具
及び備品
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

426 46 473

減価償却 
累計額 
相当額

218 12 231

中間 
期末残高 
相当額

207 34 242

 
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具 
及び備品 
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

433 52 486

減価償却 
累計額 
相当額

190 15 205

期末残高 
相当額

243 37 280

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 91百万円

１年超 191百万円

合計 282百万円

 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 96百万円

１年超 152百万円

合計 249百万円

 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 98百万円

１年超 188百万円

合計 287百万円

 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 52百万円
減価償却費 
相当額

49百万円

支払利息 
相当額

4百万円

 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 54百万円
減価償却費
相当額

51百万円

支払利息
相当額

4百万円

 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 112百万円
減価償却費 
相当額

101百万円

支払利息 
相当額

8百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  主としてリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とした定額

法によっております。

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によっ

ております。

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の

記載は省略しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左

２ オペレーティング・リース取引

―――

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

 未経過リース料

１年内 38百万円

１年超 29百万円

合計 68百万円

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

 未経過リース料

１年内 28百万円

１年超 18百万円

合計 47百万円
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(有価証券関係)

 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

１ 時価のある有価証券

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他有価証券

① 株 式 3,873 10,021 6,148

② その他 31 67 35

計 3,904 10,088 6,183

２ 時価評価されていない主な有価証券

内容
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券

① 非上場株式 8

② その他 100

計 108

 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日)

１ 時価のある有価証券

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他有価証券

① 株 式 4,921 10,226 5,304

② その他 31 68 37

計 4,953 10,295 5,341

２ 時価評価されていない主な有価証券

内容
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券

① 非上場株式 8

② その他 100

計 108
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前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

  

  

  

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

前連結会計年度末(平成19年３月31日)

１ 時価のある有価証券

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他有価証券

① 株 式 3,811 9,938 6,127

② その他 31 70 38

計 3,842 10,008 6,165

 

２ 時価評価されていない主な有価証券

内容
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券

① 非上場株式 8

② その他 100

計 108

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 
  

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 375円69銭 １株当たり純資産額 393円12銭 １株当たり純資産額 394円70銭

１株当たり中間純利益 12円96銭 １株当たり中間純利益 20円89銭 １株当たり当期純利益 28円81銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益

12円93銭
潜在株式調整後１株当た
り中間純利益

―
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

28円77銭

 

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の 
合計額（百万円）

12,185 12,858 12,841

普通株式に係る純資産額（百万円） 12,074 12,666 12,692

差額の主な内訳（百万円） 
 少数株主持分

110 192 148

普通株式の発行済株式数（千株） 32,489 32,489 32,489

普通株式の自己株式数（千株） 349 269 331

１株当たり純資産額の算定に用いられ
た普通株式の数 (千株)

32,139 32,220 32,158

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 416 672 925

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

416 672 925

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,128 32,209 32,135

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳（千株）

・平成14年６月27日定時株主総会決議

 ストックオプション

 （新株予約権方式）

61 ― 42

普通株式増加数(千株) 61 ― 42

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要

――――― ――――― ―――――

(重要な後発事象)
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５ 中間個別財務諸表

(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,363 3,321 5,285

 ２ 受取手形 ※４ 6,069 7,283 6,242

 ３ 売掛金 31,998 28,126 30,442

 ４ たな卸資産 4,413 4,624 6,295

 ５ その他
※４
５

1,754 1,179 2,229

   貸倒引当金 △179 △146 △154

   流動資産合計 47,420 80.5 44,388 78.9 50,341 81.6

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 371 397 393

 ２ 無形固定資産 6 4 6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 9,688 9,873 9,615

    (2) 長期未収入金 ※５ 482 660 589

  (3) その他 1,568 1,685 1,447

    貸倒引当金 ※５ △603 △756 △685

   投資その他の 
   資産合計

11,135 11,463 10,965

   固定資産合計 11,513 19.5 11,865 21.1 11,365 18.4

    資産合計 58,933 100.0 56,253 100.0 61,707 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形
※２

４
12,192 10,478 12,660

 ２ 買掛金 ※２ 24,708 22,785 25,216

 ３ 一年内償還予定の 
   社債

― 1,350 1,350

 ４ 役員賞与引当金 20 40 80

 ５ 前受金 2,645 3,374 3,704

 ６ その他
※４
※５

1,996 2,225 2,381

   流動負債合計 41,563 70.5 40,254 71.6 45,392 73.6

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,350 ― ―

 ２ 長期借入金 2,000 2,000 2,000

 ３ 退職給付引当金 819 892 854

 ４ 役員退職引当金 466 395 500

 ５ その他 1,855 1,520 1,729

   固定負債合計 6,491 11.0 4,808 8.5 5,083 8.2

   負債合計 48,054 81.5 45,063 80.1 50,476 81.8
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,945 5.0 2,945 5.2 2,945 4.8

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 750 750 750

  (2) その他資本 
    剰余金

1,072 1,061 1,069

   資本剰余金合計 1,822 3.1 1,811 3.2 1,819 2.9

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益 
    剰余金

    別途積立金 2,350 2,950 2,350

    繰越利益剰余金 304 361 498

   利益剰余金合計 2,654 4.5 3,311 5.9 2,848 4.6

 ４ 自己株式 △87 △0.1 △66 △0.1 △83 △0.1

  株主資本合計 7,335 12.5 8,001 14.2 7,530 12.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

3,543 6.0 3,188 5.7 3,700 6.0

  評価・換算差額等 
  合計

3,543 6.0 3,188 5.7 3,700 6.0

  純資産合計 10,879 18.5 11,190 19.9 11,230 18.2

  負債純資産合計 58,933 100.0 56,253 100.0 61,707 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 42,903 100.0 44,293 100.0 86,494 100.0

Ⅱ 売上原価 38,712 90.2 40,008 90.3 78,050 90.2

   売上総利益 4,190 9.8 4,285 9.7 8,443 9.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

3,372 7.9 3,208 7.3 6,753 7.8

   営業利益 818 1.9 1,077 2.4 1,690 2.0

Ⅳ 営業外収益 ※１ 277 0.6 352 0.8 378 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 45 0.1 42 0.1 93 0.1

   経常利益 1,049 2.4 1,386 3.1 1,975 2.3

Ⅵ 特別利益 ※３ 28 0.1 7 0.0 67 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４ 150 0.3 77 0.1 257 0.3

  税引前中間（当期） 
  純利益

928 2.2 1,316 3.0 1,784 2.1

  法人税、住民税及び 
  事業税

461 473 928

  法人税等調整額 54 515 1.2 156 629 1.4 153 1,081 1.3

  中間(当期)純利益 413 1.0 687 1.6 703 0.8
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前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

(3) 中間株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,071 1,821 1,950 452 2,402 △98 7,070

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当（注）  ― ― ― ― ― △160 △160 ― △160

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 400 △400 ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ― ― 413 413 ― 413

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― 13 14

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― 0 0 400 △147 252 11 264

平成18年９月30日残高
(百万円)

2,945 750 1,072 1,822 2,350 304 2,654 △87 7,335

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

4,468 4,468 11,539

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △160

 別途積立金の積立 ― ― ―

 中間純利益 ― ― 413

 自己株式の取得 ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― 14

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額)

△925 △925 △925

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△925 △925 △660

平成18年９月30日残高
(百万円)

3,543 3,543 10,879
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当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,069 1,819 2,350 498 2,848 △83 7,530

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △225 △225 ― △225

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 600 △600 ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ― ― 687 687 ― 687

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― ― △7 △7 ― ― ― 19 12

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― △7 △7 600 △137 462 16 471

平成19年９月30日残高
(百万円)

2,945 750 1,061 1,811 2,950 361 3,311 △66 8,001

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,700 3,700 11,230

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 ― ― △225

 別途積立金の積立 ― ― ―

 中間純利益 ― ― 687

 自己株式の取得 ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― 12

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額)

△511 △511 △511

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△511 △511 △39

平成19年９月30日残高
(百万円)

3,188 3,188 11,190
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分160百万円と平成18年12月８日に実施いたしました中間

配当96百万円の合計額であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,071 1,821 1,950 452 2,402 △98 7,070

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △257 △257 ― △257

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 400 △400 ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― ― ― 703 703 ― 703

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △6 △6

 自己株式の処分 ― ― △2 △2 ― ― ― 22 19

株主資本以外の項目 
の事業年度中の変動 
額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額 
合計(百万円)

― ― △2 △2 400 46 446 15 459

平成19年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,069 1,819 2,350 498 2,848 △83 7,530

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

4,468 4,468 11,539

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △257

 別途積立金の積立 ― ― ―

 当期純利益 ― ― 703

 自己株式の取得 ― ― △6

 自己株式の処分 ― ― 19

株主資本以外の項目 
の事業年度中の変動 
額(純額)

△768 △768 △768

事業年度中の変動額 
合計(百万円)

△768 △768 △308

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,700 3,700 11,230
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

    …償却原価法(定額法)

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

 (1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

    …同左

 ② その他有価証券

時価のあるもの

…同左

 (1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

    …同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    …決算日の市場価格等に基

づく時価法

    (評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの 

    …移動平均法による原価法

   時価のないもの 

    …同左

   時価のないもの 

    …同左

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

    …移動平均法による原価法

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

    …同左

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

    …同左

 (2) たな卸資産

   商品…………総平均法による

原価法

   半成工事……個別法による原

価法

 (2) たな卸資産

   商品…………同左

   半成工事……同左

 (2) たな卸資産

   商品…………同左

   半成工事……同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 15年～47年

機械装置 
及び運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～10年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 15年～47年

機械及び
車輌運搬具

５年～12年

工具器具
及び備品

２年～15年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 15年～47年

機械及び 
車輌運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～15年

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

   ただし、自社利用のソフトウ

エアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しておりま

す。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左
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前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、また、

不正取引の消去に伴い生じた

長期未収入金を含む貸倒懸念

債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上してお

ります。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。なお、会計基準変更時

差異（1,121百万円）につい

ては、12年による按分額を費

用処理しております。

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による

按分額をそれぞれ発生時の翌

事業年度より費用処理してお

ります。

 (2) 退職給付引当金

    同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差

異(1,121百万円)について

は、12年による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による

按分額をそれぞれ発生時の翌

事業年度より費用処理してお

ります。

 (3) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく基準

額を計上しております。

 (3) 役員退職引当金

同左

 (3) 役員退職引当金

同左

 (4) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

 (4) 役員賞与引当金

    同左

 (4) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上してお

ります。

４ 収益の計上基準

長期大型工事(工期１年超かつ

請負金額３億円以上)につい

て、工事進行基準を採用してお

ります。

なお、当中間会計期間における

工事進行基準における売上高は

929百万円であります。

４ 収益の計上基準

長期大型工事(工期１年超かつ

請負金額３億円以上)につい

て、工事進行基準を採用してお

ります。

なお、当中間会計期間における

工事進行基準による売上高はあ

りません。

４ 収益の計上基準

長期大型工事(工期１年超かつ

請負金額３億円以上)につい

て、工事進行基準を採用してお

ります。

なお、当事業年度における工事

進行基準による売上高は937百

万円であります。

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
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前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

６ リース取引の処理方法

同左

６ リース取引の処理方法

同左

７ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップ

については特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用しております。また、

為替予約取引のうち振当処理

の要件を満たしている場合

は、振当処理を採用しており

ます。

７ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法

同左

７ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

・為替予約取引（外貨建債権債

務及び外貨建予定取引）

・金利スワップ（長期借入金）

 ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

同左

 ③ ヘッジ方針

外貨建取引については為替リ

スクを、長期借入金について

は金利変動リスクをヘッジ

し、投機的な取引は行わない

方針であります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を直接結び付けて判

定しております。ただし、特

例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評

価を省略しております。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

   リスク管理は、取引権限及び

取引限度額等を定めた社内ル

ールに従い、財経部にて行っ

ております。

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

   ・消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

   ・消費税等の会計処理

    同左

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

   ・消費税等の会計処理

同左
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(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

   当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しており

ます。

   従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は10,879百万円

であります。

   なお、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の

部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後

の中間財務諸表等規則により

作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

   当事業年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しておりま

す。

   従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は11,230百万円

であります。

   なお、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しておりま

す。

――― （固定資産の減価償却の方法） 

有形固定資産 

（会計方針の変更）

   法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

 

（追加情報）

   なお、平成19年３月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等

償却する方法によっておりま

す。これによる損益に与える

影響は軽微であります。

―――
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追加情報

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（不正取引及び不適切な会計処理に

ついて）

 当社において、架空取引の疑いが

生じたことから、外部の独立機関と

して第三者委員会を設置し調査を実

施するとともに内部調査委員会によ

る調査を進めて参りました。 

 その結果、過去に行われた取引の

一部に関して不正取引及び不適切な

会計処理が行われておりました。

（不正取引及び不適切な会計処理に

ついて）

同左

（不正取引及び不適切な会計処理に

ついて）

同左

（訂正報告書の提出について）

 当社の不適切な会計処理につい

て、当社は金融商品取引法第24条の

５第５項の規定に基づき過去に提出

いたしました半期報告書に記載され

ている中間連結財務諸表及び中間財

務諸表に含まれる不適切な会計処理

を訂正し、半期報告書の訂正報告書

を提出いたしました。

（訂正報告書の提出について）

同左

（訂正報告書の提出について）

 当社の不適切な会計処理につい

て、当社は金融商品取引法第24条の

２第１項の規定に基づき過去に提出

いたしました有価証券報告書に記載

されている連結財務諸表及び財務諸

表に含まれる不適切な会計処理を訂

正し、有価証券報告書の訂正報告書

を提出いたしました。
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(6) 中間個別財務諸表に関する注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

258百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

296百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

280百万円

※２ 担保資産

   投資有価証券312百万円を営

業取引の担保に供しておりま

す。

※２ 担保資産

   投資有価証券422百万円を営

業取引の担保に供しており、

対応債務は買掛金で499百万

円であります。

※２ 担保資産

   このうち営業取引の担保に

405百万円を供しており、対

応債務は支払手形及び買掛金

で747百万円であります。

 

 ３ 保証債務

借入金保証

保証先
保証額 
(百万円)

従業員
(住宅資金)

2

TSUBACO SINGA-
PORE  PTE.LTD.

52

計 54
 

 

 ３ 保証債務

借入金保証

保証先
保証額 
(百万円)

TSUBACO SINGA-
PORE  PTE.LTD.

39

計 39

契約履行保証

保証先
保証額 
(百万円)

TSUBACO KTE 
CO.,LTD.

5

合 計

保証額 
(百万円)

44

 

 

 ３ 保証債務

借入金保証

保証先
保証額 
(百万円)

従業員
(住宅資金)

0

TSUBACO SINGA-
PORE  PTE.LTD.

53

計 53

契約履行保証

保証先
保証額 

(百万円)

TSUBACO KTE 
CO.,LTD.

5

 

合 計

保証額 
(百万円)

58

 

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日は金融機関の休日であ

りましたため、次の満期手形

が中間会計期間末日残高に含

まれております。

受取手形

（営業外

受取手形

を含む）

592百万円

支払手形

（営業外

支払手形

を含む）

1,309百万円

 

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日は金融機関の休日であ

りましたため、次の満期手形

が中間会計期間末日残高に含

まれております。

受取手形

（営 業 外

受取手形

を含む）

547百万円

支払手形

（営 業 外

支払手形

を含む）

1,129百万円

 

※４ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日に決済処理を

しております。当事業年度末

日は金融機関の休日のため、

下記の期末日満期手形が当事

業年度末日残高に含まれてお

ります。

受取手形

（営 業 外

受取手形

を含む）

608百万円

支払手形

（営 業 外

支払手形

を含む）

1,978百万円

※５ 不正取引に関連して発生した
ものが、以下のとおり含まれ
ております。
流動資産

  その他

    営業外受取手形 15百万円

固定資産

 投資その他の資産

  長期未収入金 482百万円

  貸倒引当金 △482百万円

流動負債

  その他

   営業外支払手形 207百万円

※５ 不正取引に関連して発生した
ものが、以下のとおり含まれ
ております。
流動資産

  その他

    営業外受取手形 44百万円

固定資産

 投資その他の資産

  長期未収入金 660百万円

  貸倒引当金 △660百万円

流動負債

 その他

    営業外支払手形 199百万円

※５ 不正取引に関連して発生した
ものが、以下のとおり含まれ
ております。
流動資産

  その他

    営業外受取手形 44百万円

固定資産

 投資その他の資産

  長期未収入金 589百万円

  貸倒引当金 △589百万円

流動負債

 その他

    営業外支払手形 169百万円
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主なもの

   

受取利息 2百万円

受取配当金 229百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの

   

受取利息 4百万円

受取配当金 303百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの

  

受取利息 5百万円

受取配当金 265百万円

 

※２ 営業外費用のうち主なもの

   

支払利息 22百万円

手形等売却損 3百万円

売上割引 12百万円
 

※２ 営業外費用のうち主なもの

   

支払利息 25百万円

手形等売却損 0百万円

売上割引 11百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの

  

支払利息 44百万円

手形等売却損 4百万円

売上割引 25百万円

※３ 特別利益のうち主なもの

   

 関係会社株式売却益10百万円

貸倒引当金戻入額 18百万円

※３    ―――

   

※３ 特別利益のうち主なもの

  

関係会社株式売却

益

10百万円

 

※４ 特別損失のうち主なもの

   

貸倒引当金繰入額 144百万円
 

※４ 特別損失のうち主なもの

   

貸倒引当金繰入額 71百万円
 

※４ 特別損失のうち主なもの

  

貸倒引当金繰入額 251百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 20百万円

無形固定資産 2百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 17百万円

無形固定資産 0百万円

 ５ 減価償却実施額

有形固定資産 44百万円

無形固定資産 3百万円
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  （変動事由の概要） 

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

   
  （変動事由の概要） 

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

   
  （変動事由の概要） 

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 

株式数

当中間会計期間 

増加株式数

当中間会計期間 

減少株式数

当中間会計期間末 

株式数

普通株式（千株） 378 4 66 317

単元未満株式の買取りによる増加 ４千株

ストック・オプションの権利行使による減少 66千株

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 

株式数

当中間会計期間 

増加株式数

当中間会計期間 

減少株式数

当中間会計期間末 

株式数

普通株式（千株） 297 6 69 235

単元未満株式の買取りによる増加 ６千株

ストック・オプションの権利行使による減少 69千株

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 

株式数

当事業年度 

増加株式数

当事業年度 

減少株式数

当事業年度末 

株式数

普通株式（千株） 378 15 96 297

単元未満株式の買取りによる増加 15千株

ストック・オプションの権利行使による減少 96千株
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具 
及び備品 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

401 45 447

減価償却 
累計額 
相当額

146 19 166

中間 
期末残高 
相当額

255 26 281

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具
及び備品
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

422 38 461

減価償却 
累計額 
相当額

217 11 228

中間 
期末残高 
相当額

205 27 233

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具 

及び備品 

(百万円)

その他 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額

424 38 463

減価償却 
累計額 
相当額

183 7 190

期末残高 
相当額

240 31 272

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 89百万円

１年超 191百万円

合計 280百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 94百万円

１年超 145百万円

合計 239百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 95百万円

１年超 183百万円

合計 278百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 51百万円

減価償却費 
相当額

48百万円

支払利息相当額 4百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 53百万円

減価償却費
相当額

49百万円

支払利息相当額 4百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 107百万円

減価償却費 
相当額

96百万円

支払利息相当額 8百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  主としてリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の

記載は省略しております。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左

２ オペレーティング・リース取引

―――――

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

 未経過リース料

１年内 4百万円

１年超 10百万円

合計 15百万円

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

 未経過リース料

１年内 4百万円

１年超 8百万円

合計 12百万円
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成18年９月30日)

当中間会計期間末(平成19年９月30日)

前事業年度末(平成19年３月31日)

(１株当たり情報)

(重要な後発事象)
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   受注・販売・仕入の状況（当中間連結会計期間 平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

〔 受注実績 〕 

(単位：百万円) 

 
 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

〔 販売実績 〕 

(単位：百万円) 

 
 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

〔 仕入実績 〕 

(単位：百万円) 

 
 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ その他

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前年同期比(％) 受注残高 前年同期比(％)

  動伝事業 23,893 △ 1.9 3,362  + 4.9

  設備装置事業 19,656 △ 1.3 14,939 + 3.7

  産業資材事業その他 3,780 + 1.3 151 △ 1.6

  消去 △1,625 ― △1,177 ―

合計 45,704 △ 0.6 17,275  + 3.2

事業の種類別セグメントの名称 販売高 前年同期比(％)

  動伝事業 24,083 + 4.4

  設備装置事業 22,331 + 9.7

  産業資材事業その他 3,759 + 0.2

  消去 △2,421 ―

合計 44,753 + 4.3

事業の種類別セグメントの名称 仕入高 前年同期比(％)

  動伝事業 20,615   + 3.6

  設備装置事業 18,442 △ 1.3

  産業資材事業その他 3,396 + 2.1

  消去 △2,430 ―

合計 40,023 △ 1.2
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（訂正前） 

 
平成19年11月 8日

 

   

 

 

 
1.  19年9月中間期の連結業績（平成19年 4月 1日～平成19年 9月30日） 

 

   

 

   

 

 

   

 

   

2. 配当の状況 

   

3.  20年3月期の連結業績予想（平成19年 4月 1日～平成20年 3月31日） 

 

平成 20 年 3 月期 中間決算短信

上 場 会 社 名 椿本興業株式会社 上場取引所 東証第１部・大証第１部

コ ー ド 番 号 ８０５２ URL   http://www.tsubaki.co.jp

代  表  者 (役職名)取締役社長 (氏名)椿本 哲也

問合せ先責任者 (役職名)取締役専務執行役員 (氏名)宮崎 捷 TEL (06)4795－8806  

半期報告書提出予定日 平成19年12月 7日 配当支払開始予定日 平成19年12月 7日

(百万円未満切捨て)

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 9月中間期 48,027 4.3 1,463 33.8 1,575 34.6 737 33.4

18年 9月中間期 46,067 7.9 1,093 52.8 1,170 49.9 553 32.6

19年  3月期 93,749 ― 2,273 ― 2,415 ― 1,170 ―

１株当たり中間 
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間 
(当期)純利益

円  銭 円  銭

19年 9月中間期 22.91 ―
18年 9月中間期 17.22 17.19

19年  3月期 36.42 36.37

(参考) 持分法投資損益 19年9月中間期 37百万円 18年9月中間期 27百万円 19年3月期 45百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円  銭

19年 9月中間期 59,871 13,409 22.1 410.22

18年 9月中間期 63,068 12,563 19.8 387.46

19年  3月期 65,650 13,326 20.1 409.81

(参考) 自己資本 19年9月中間期 13,217百万円 18年9月中間期 12,452百万円 19年3月期 13,178百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

営業活動による 
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

19年 9月中間期 △980 △1,216 177 4,433

18年 9月中間期 870 △73 256 4,397

19年  3月期 3,358 △12 △245 6,444

１株当たり配当金

(基準日) 中間期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭

19年 3月期 3. 00 7. 00 10. 00

20年 3月期(実績) 4. 00 ―

20年 3月期(予想) ― 6. 00 10. 00

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 96,500 2.9 2,550 12.2 2,700 11.8 1,350 15.3 41. 91
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KNR
財務会計基準機講



  
4. その他 

  

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         無 

 (注) 詳細は、22ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

  

 
(注) １株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情

報」をご覧ください。 

  

1.  19年9月中間期の個別業績（平成19年 4月 1日～平成19年 9月30日） 

 

 
  

 
  

(2) 個別財政状態 

 

 
  

2.  20年3月期の個別業績予想（平成19年 4月 1日～平成20年 3月31日） 

 

 
  

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項の変更に記載されるもの）

(3) 発行済株式数（普通株式）

①期末発行済株式数(自己株式を含む)  19年9月中間期 32,489,845株 18年9月中間期 32,489,845株

 19年3月期 32,489,845株

②期末自己株式数  19年9月中間期 269,426株 18年9月中間期 349,923株

 19年3月期 331,135株

(参考) 個別業績の概要

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年 9月中間期 44,566 3.2 1,070 32.0 1,380 32.5 752 36.8
18年 9月中間期 43,197 7.9 810 64.2 1,042 65.1 550 53.4

19年  3月期 87,034 ― 1,683 ― 1,968 ― 948 ―

１株当たり中間 
(当期)純利益

円  銭

19年 9月中間期 23.35

18年 9月中間期 17.11

19年  3月期 29.49

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円  銭

19年 9月中間期 56,854 11,741 20.7 364.04

18年 9月中間期 59,356 11,257 19.0 349.90

19年  3月期 62,237 11,716 18.8 363.96

(参考) 自己資本 19年9月中間期 11,741百万円 18年9月中間期 11,257百万円 19年3月期 11,716百万円

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 89,000 2.3 1,900 12.8 2,200 11.7 1,150 21.2 35. 67

 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

 本資料に掲載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる場合があります。なお、平成
19年10月31日に通期業績予想を修正・開示しております。又、3ページの「１ 経営成績」にも修正後の通期の見通し
について記載しておりますのでご参照ください。
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当中間連結会計期間におけるわが国の経済は、個人消費の停滞、原材料高、米国景気の先行き等の

不安材料を内包しつつも、設備投資は底堅く、企業部門の業績は順調に推移いたしました。 

このような状況のもと、当企業グループは、自動車関連業界をはじめ、重厚長大産業向けの販売が

好調を維持し、前年度に引き続き業績の拡大を計ることができました。 

当中間連結会計期間の業績は以下のとおりであります。 

 
部門別では、 
  

動伝事業 

当事業は、株式会社椿本チエイングループのパワトラ商品を中心として、国内外の動力伝動商品の

全般を取り扱っており、その売上高は全体の約50％を占めております。 

当中間連結会計期間は、復活した重厚長大産業向け案件が業績を押し上げ、当事業全体の売上高

は、 238億0百万円（前期比104.7％）となりました。 
  

設備装置事業 

当事業は、株式会社椿本チエイングループのマテハン商品、当社独自のエンジニアリングによるツ

バコーシステム商品を中心に、産業分野全般にわたり搬送装置等の自動化・省力化商品を提供してお

り、その売上高は全体の約43％を占めております。 

当中間連結会計期間は、自動車業界、液晶関連等、堅調な民間設備投資を背景に、当事業全体の売

上高は、205億50百万円（前期比104.3％）となりました。 
  

産業資材事業その他 

当事業は、不織布製品をはじめ合成樹脂原料及びその成型加工品、カルマーポンプ、新素材商品等

幅広い商品を取扱っている部門であり、その売上高は全体の約7％を占めております。 

当中間連結会計期間は、原材料高、ユーロ高等の為替変動の影響を大きくうけ、当事業全体の売上

高は、36億75百万円(前期比101.1％)となりました。 

  

当中間連結会計期間は、平成19年5月15日の公表値に比べ、売上高は微増でありましたが、利益面

では営業効率の改善により増益となりました。 

日本経済は、株安、個人消費の停滞、米国景気の減速懸念等、不安材料をかかえ、景気は悪くない

ものの先行き不透明感が拭いきれず、景気持続の判断が難しい局面となっております。 

当下期においては、売上高の拡大を第一目標とすると共に、各利益面での充実により、企業体質の

向上をめざし、通期業績予想を次のとおりと見込んでおります。 

   
（参考）平成１９年５月１５日公表値 

１ 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

Ⅰ 当中間期の経営成績

売上高 ４８０億 ２７百万円 （対前年同期比 104.3％）

営業利益 １４億 ６３百万円 （   〃    133.8％）

経常利益 １５億 ７５百万円 （   〃    134.6％）

中間純利益 ７億 ３７百万円 （   〃    133.4％）

Ⅱ 通期の見通し

連結売上高 ９６５億 円  （対前年同期比 102.9％）

連結営業利益 ２５億 ５０百万円 （   〃    112.2％）

連結経常利益 ２７億 円  （   〃    111.8％）

連結当期純利益 １３億 ５０百万円 （   〃    115.3％）

連結売上高 ９６５億 円  （うち上期 ４８０億 円    ）

連結営業利益 ２３億 ５０百万円 （  〃    １１億 １０百万円）

連結経常利益 ２５億 円  （  〃    １２億 円    ）

連結当期純利益 １２億 ５０百万円 （  〃     ６億 １０百万円）
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流動資産は、前連結会計年度末に比べ62億30百万円減少いたしました。主な要因は、買入債務の

決済に要したこと等による現金の減少20億10百万円、前年度末の売掛金を回収し、受取手形が決済

されたことによる受取手形及び売掛金の減少13億0百万円、当期の売上に伴うたな卸資産の減少19

億81百万円等によるものであります。固定資産は、投資有価証券を取得したこと等により合計で4

億50百万円増加しております。 

  

流動負債は、前連結会計年度末に比べ56億25百万円減少いたしました。主な要因は、大口の前年

度末休日手形の決済を実行したための支払手形及び買掛金の減少54億19百万円と、前受金の減少3

億73百万円等によるものであります。また、固定負債は、繰延税金負債が1億65百万円減少したこ

と等により、2億36百万円減少いたしました。 

  

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ82百万円増加いたしました。主な要因は、当期純利益を

7億37百万円計上したことによる増加と、配当金の支払2億25百万円、投資有価証券の時価の下落に

伴うその他有価証券評価差額金が5億2百万円減少したことなどによるものであります。 

  

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、44億33百万円と

なり、前連結会計年度末より20億10百万円減少いたしました。 

  

各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

当中間連結会計期間における営業活動の結果、使用した資金は9億80百万円となりました。この

主な原因は、前連結会計年度末の売掛金を回収した結果により売上債権の減少額が13億0百万円と

なり、さらに、たな卸資産の減少額19億81百万円、税金等調整前中間純利益16億6百万円等の資金

の増加があった一方、前年度末休日手形の決済を実行したための仕入債務の減少額54億19百万円、

前受金の減少額3億73百万円、法人税等の支払7億89百万円等による資金の減少によるものでありま

す。 

  

当中間連結会計期間における投資活動の結果、使用した資金は12億16百万円となりました。この

主な原因は、投資有価証券の購入による支出11億16百万円、固定資産の取得による支出93百万円等

による資金の減少によるものであります。 

  

当中間連結会計期間における財務活動の結果、増加した資金は1億77百万円となりました。この

主な原因は、短期借入金の増加額4億円等の資金の増加と、配当金の支払額2億25百万円等による資

金の減少によるものであります。 

  

通期のキャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上の拡大に

対応し不良債権の発生を極力抑制すると共に、債権回収の早期化の促進をはかることを念頭に、当企

業グループ全体の資金効率向上を目指してまいります。投資活動及び財務活動によるキャッシュ・フ

ローは、先行きの金利上昇に備えながら売上拡大に対応できる効率的な資金調達、運用を念頭に活動

してまいります。  

(2) 財政状態に関する分析

Ⅰ 資産、負債及び純資産の状況

① 資産

② 負債

③ 純資産

Ⅱ キャッシュ・フローの状況

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 

 
※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  

1.  各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

2.  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

3.  営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表上に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象

としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。 

  

当社は、連結配当性向30％以上を目標に、期間損益に応じた適正な配当を安定的に実施する事を重視

しており、内部留保は企業環境の変化に対応する今後の事業展開と、安定的な株主配当に役立ててまい

ります。そして、中期的には自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）10％以上を安定的に確保することを目指

して更なる企業価値の増大を計り、同時に株主の皆様への利益還元も充実させて行く所存であります。

 この方針のもと、当中間期の配当金は、期初の予定通り１株当たり４円とさせていただきます。ま

た、期末配当につきましては、現在のところ１株当たり６円を予定しておりますが、今後の業績の推移

並びに配当性向等を勘案し、改めて期末時に判断させていただく所存です。 

  

    

  

  

平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成19年3月期
平成19年9月

中間期

自己資本比率 20.0 ％ 21.1 ％ 22.3 ％ 20.1 ％ 22.1 ％

時価ベースの自己資本比率 19.6 ％ 28.7 ％ 29.7 ％ 22.7 ％ 22.6 ％

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

   2.5 1.7  －  1.0   －

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

22.0    24.9      －   54.7      －

(3）利益配分に関する基本方針及び当期の配当
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  最近の有価証券報告書（平成19年６月28日提出）における「事業系統図（事業の内容）」及び「関

係  会社の状況」から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

  

  

  

  

(1)会社の経営の基本方針から(4)会社の対処すべき課題までは、平成19年３月期決算短信（平成19年

 ５月15日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略します。 

  

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

  （当社ホームページ） 

    http://www.tsubaki.co.jp 

    （東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 

    http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 

  

 
   該当事項はありません。 

２ 企業集団の状況

３ 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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４ 中間連結財務諸表

(1) 中間連結貸借対照表

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 4,397 4,433 6,444

 ２ 受取手形及び 
   売掛金

※５ 39,084 36,138 37,439

 ３ たな卸資産 5,719 5,495 7,476

 ４ その他 1,920 1,391 2,361

   貸倒引当金 △305 △222 △255

   流動資産合計 50,815 80.6 47,236 78.9 53,467 81.4

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 404 505 434

 ２ 無形固定資産 6 4 6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 10,633 10,863 10,569

  (2) その他 1,348 1,385 1,299

    貸倒引当金 △140 11,841 △125 12,123 △126 11,742

    固定資産合計 12,252 19.4 12,634 21.1 12,183 18.6

    資産合計 63,068 100.0 59,871 100.0 65,650 100.0
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前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び 
   買掛金

※２
５

38,962 34,743 40,163

 ２ 短期借入金 491 493 93

 ３ 一年内償還予定の 
   社債

－ 1,350 1,350

 ４ 役員賞与引当金 27 52 103

 ５ 前受金 3,229 3,724 4,098

 ６ その他 1,094 1,111 1,292

   流動負債合計 43,805 69.5 41,475 69.3 47,100 71.7

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,350 － －

 ２ 長期借入金 2,000 2,000 2,000

 ３ 退職給付引当金 878 945 917

 ４ 役員退職引当金 527 467 566

 ５ その他 1,943 1,572 1,739

   固定負債合計 6,699 10.6 4,986 8.3 5,223 8.0

   負債合計 50,504 80.1 46,461 77.6 52,324 79.7

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,945 4.7 2,945 4.9 2,945 4.5

 ２ 資本剰余金 1,816 2.9 1,805 3.0 1,813 2.7

 ３ 利益剰余金 4,135 6.5 5,168 8.6 4,656 7.1

 ４ 自己株式 △93 △0.1 △74 △0.0 △90 △0.1

   株主資本合計 8,803 14.0 9,846 16.5 9,325 14.2

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

3,649 5.8 3,339 5.5 3,842 5.9

 ２ 為替換算調整勘定 △0 △0.0 31 0.1 11 0.0

   評価・換算差額等 
   合計

3,649 5.8 3,371 5.6 3,853 5.9

Ⅲ 少数株主持分 110 0.1 192 0.3 148 0.2

   純資産合計 12,563 19.9 13,409 22.4 13,326 20.3

   負債純資産合計 63,068 100.0 59,871 100.0 65,650 100.0
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(2) 中間連結損益計算書

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 46,067 100.0 48,027 100.0 93,749 100.0

Ⅱ 売上原価 40,724 88.4 42,317 88.1 82,805 88.3

    売上総利益 5,343 11.6 5,710 11.9 10,943 11.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 4,249 9.2 4,246 8.9 8,670 9.3

    営業利益 1,093 2.4 1,463 3.0 2,273 2.4

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 3 3 7

 ２ 受取配当金 71 80 111

 ３ 持分法による投資利益 27 37 45

 ４ その他の営業外収益 29 132 0.2 39 161 0.3 89 253 0.3

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 30 31 61

 ２ 売上割引 14 12 29

 ３ その他の営業外費用 10 55 0.1 5 49 0.1 20 111 0.1

    経常利益 1,170 2.5 1,575 3.2 2,415 2.6

Ⅵ 特別利益

 １ 固定資産売却益 ※２ 0 3 0

 ２ 投資有価証券売却益 ― ― 77

 ３ 関係会社株式売却益 3 ― 3

 ４ 貸倒引当金戻入額 18 21 0.1 34 37 0.1 58 138 0.1

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産売却及び 
   廃棄損

※３ 0 0 1

 ２ 会員権評価損 5 ― 5

 ３ 投資有価証券評価損 ― 6 ―

 ４ ゴルフ会員権評価損 ― 5 0.0 0 6 0.0 0 6 0.0

   税金等調整前 
   中間（当期）純利益

1,186 2.6 1,606 3.3 2,547 2.7

   法人税、住民税 
   及び事業税

579 634 1,213

   法人税等調整額 44 623 1.4 197 832 1.7 126 1,339 1.4

   少数株主利益 9 0.0 36 0.1 37 0.0

   中間（当期）純利益 553 1.2 737 1.5 1,170 1.3
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前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

(3) 中間連結株主資本等変動計算書

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,945 1,815 3,742 △105 8,399

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― △160 ― △160

 中間純利益 ― ― 553 ― 553

 自己株式の取得 ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― 0 ― 13 14

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

― 0 392 11 404

平成18年９月30日残高(百万円) 2,945 1,816 4,135 △93 8,803

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,684 △2 4,681 129 13,210

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― ― ― △160

 中間純利益 ― ― ― ― 553

 自己株式の取得 ― ― ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― ― ― 14

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額 (純額)

△1,034 2 △1,032 △18 △1,051

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

△1,034 2 △1,032 △18 △646

平成18年９月30日残高(百万円) 3,649 △0 3,649 110 12,563
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当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(百万円) 2,945 1,813 4,656 △90 9,325

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― △225 ― △225

 中間純利益 ― ― 737 ― 737

 自己株式の取得 ― ― ― △3 △3

 自己株式の処分 ― △7 ― 19 12

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

― △7 512 16 521

平成19年９月30日残高(百万円) 2,945 1,805 5,168 △74 9,846

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(百万円) 3,842 11 3,853 148 13,326

中間連結会計期間中の変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― △225

 中間純利益 ― ― ― ― 737

 自己株式の取得 ― ― ― ― △3

 自己株式の処分 ― ― ― ― 12

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額 (純額)

△502 19 △482 44 △438

中間連結会計期間中の変動額
合計 (百万円)

△502 19 △482 44 82

平成19年９月30日残高(百万円) 3,339 31 3,371 192 13,409
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前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分160百万円と平成18年12月８日に実施いたしました中間

配当96百万円であります。 

  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,945 1,815 3,742 △105 8,399

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― △257 ― △257

 当期純利益 ― ― 1,170 ― 1,170

 自己株式の取得 ― ― ― △7 △7

 自己株式の処分 ― △2 ― 22 19

 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ―

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

― △2 913 14 925

平成19年３月31日残高(百万円) 2,945 1,813 4,656 △90 9,325

 

評価・換算差額等

少数株主 
持分

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 4,684 △2 4,681 129 13,210

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 （注） ― ― ― ― △257

 当期純利益 ― ― ― ― 1,170

 自己株式の取得 ― ― ― ― △7

 自己株式の処分 ― ― ― ― 19

 株主資本以外の項目の連結
 会計年度中の変動額 (純額)

△841 14 △827 18 △809

連結会計年度中の変動額合計
(百万円)

△841 14 △827 18 116

平成19年３月31日残高(百万円) 3,842 11 3,853 148 13,326
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

  税金等調整前中間（当期）純利益 1,186 1,606 2,547

  減価償却費 30 25 62

  引当金の増加額(または減少額△) 3 △154 102

  受取利息及び受取配当金 △74 △84 △119

  支払利息 30 31 61

  持分法による投資利益 △27 △37 △45

  投資有価証券売却益 ― ― △77

  関係会社株式売却益 △3 ― △3

  固定資産売却及び廃棄損 0 0 1

  投資有価証券評価損 ― 6 ―

  会員権評価損 5 ― 5

  売上債権の減少額(又は増加額△) △4,511 1,300 △2,856

  たな卸資産の減少額(又は増加額△) △68 1,981 △1,825

  仕入債務の増加額(又は減少額△) 4,272 △5,419 5,471

  前受金の増加額 (又は減少額△) 1,014 △373 1,883

  その他資産の減少額(又は増加額△) △591 894 △1,025

  その他負債の増加額(又は減少額△) 2 △35 273

  その他 243 △0 2

  小計 1,512 △259 4,460

  利息及び配当金の受取額 74 84 119

  利息の支払額 △29 △29 △61

  法人税等の支払額 △699 △789 △1,170

  その他 11 13 11

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー

870 △980 3,358

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

  有価証券の取得による支出 △1 △2 △14

  有価証券の売却による収入 1 2 15

  短期貸付金の純減少額 
         (又は純増加額△)

0 5 1

  固定資産の取得による支出 △16 △93 △79

  固定資産の売却による収入 ― 3 1

  投資有価証券の取得による支出 △14 △1,116 △20

  投資有価証券の売却による収入 ― ― 145

  連結範囲の変更を伴う子会社株式 
  の売却にかかる支出

△35 ― △35

  敷金の純減少額(又は純増加額△) 10 0 12

  長期貸付による支出 △52 △5 △56

  長期貸付金の回収による収入 51 3 62

  その他 △16 △12 △44

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー

△73 △1,216 △12
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前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

  短期借入金の純増加額 
  (又は純減少額△)

400 400 1

  長期借入金の返済による支出 △1 ― △8

  長期借入による収入 10 ― 10

  自己株式の取得による支出 △2 △2 △6

  自己株式の処分による収入 14 12 19

  少数株主に対する配当金の支払額 △4 △5 △4

  配当金の支払額 △160 △225 △257

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー

256 177 △245

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
  換算差額

12 8 12

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 
  (又は減少額△)

1,066 △2,010 3,112

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 3,330 6,444 3,330

Ⅶ 連結範囲の変更に伴う現金及び 
  現金同等物の増加額

― ― 0

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

4,397 4,433 6,444
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(5) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関す

る事項

(1) 連結子会社の数 14社

 

当中間連結会計期間

において設立された

ツバコー北関東㈱を

連結の範囲に含めて

おります。またツバ

コー西濃販売㈱は保

有株式を全て売却し

たため連結の範囲か

ら除いております。

(1) 連結子会社の数 15社

 

(1) 連結子会社の数 15社

 

当連結会計年度におい

て設立されたツバコー

北関東㈱及び改称した

ツバコーセールスエン

ジニアリング㈱を連結

の範囲に含めておりま

す。またツバコー西濃

販売㈱は保有株式を全

て売却したため連結の

範囲から除いておりま

す。

なお、持分法適用会社

でありましたツバコー

エンジニアリング株式

会社は、平成18年10月

１日より事業範囲を拡

大し、重要性が増した

ため、同日より連結の

範囲に含めて掲載して

おります。また名称を

ツバコーセールスエン

ジニアリング株式会社

に改称しております。

(主要な連結子会社の名称)

 ㈱ツバコー・ケー・アイ

(主要な連結子会社の名称)

同左

(2) 非連結子会社の数３社

 

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

ツバコーエンジニアリ

ング㈱

 上海椿本商貿有限公司

上記のうち、ツバコー

エンジニアリング㈱に

ついては、平成18年10

月１日より事業範囲を

拡大し、名称をツバコ

ーセールスエンジニア

リング㈱に改称してお

ります。

(2) 非連結子会社の数２社

 

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

 上海椿本商貿有限公司

(2) 非連結子会社の数２社

 

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

上海椿本商貿有限公司
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結の範囲から除いた理

由) 

  

当該３社の合計の総資産

額、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(連結の範囲から除いた理

由) 

  

当該２社の合計の総資産

額、売上高、中間純損益

(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等

は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼし

ていないためであります。

(連結の範囲から除いた理

由)

 

当該２社の合計の総資産

額、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う

額)等は、いずれも連結財

務諸表に重要な影響を及

ぼしていないためであり

ます。

２ 持分法の適用に関

する事項

(1) 持分法を適用した非連

結子会社の数 ３社

 

主要な会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

ツバコーエンジニアリ

ング㈱

上海椿本商貿有限公司

(1) 持分法を適用した非連

結子会社の数 ２社

 

主要な会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

上海椿本商貿有限公司

(1) 持分法を適用した非連

結子会社の数 ２社

 

主要な会社等の名称

TSUBACO(HONG KONG)

CO.,LTD.

上海椿本商貿有限公司

(2) 持分法を適用した関連

会社の数 １社

 

主要な会社等の名称

椿本西日本㈱

(2) 持分法を適用した関連

会社の数 １社

 

主要な会社等の名称

同左

(2) 持分法を適用した関連

会社の数 １社

 

主要な会社等の名称

同左

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

 

持分法適用会社のう

ち、中間決算日が異な

る会社については、当

該会社の中間会計期間

に係る中間財務諸表を

使用しております。

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

 

同左

(3) 持分法の適用の手続に

ついて特に記載する必

要があると認められる

事項

持分法適用会社のう

ち、決算日が異なる会

社については、当該会

社の事業年度に係る財

務諸表を使用しており

ます。
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 連結子会社の中間

決算日等(事業年

度等)に関する事

項

連結子会社のうちTSUBACO 

SINGAPORE  PTE．LTD.、

TSUBACO KOREA CO.,LTD.、

TSUBACO KTE CO.,LTD.の中

間決算日は平成18年６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たって

は、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用しており

ます。ただし、平成18年７

月１日から平成18年９月30

日までの期間に発生した重

要な取引については、連結

上必要な調整を行っており

ます。 

その他の連結子会社の中間

決算日はすべて９月30日で

あり、中間連結財務諸表提

出会社の中間決算日と一致

しております。

連結子会社のうちTSUBACO 

SINGAPORE  PTE．LTD.、

TSUBACO KOREA CO.,LTD.、

TSUBACO KTE CO.,LTD.の中

間決算日は平成19年６月30

日であります。中間連結財

務諸表の作成に当たって

は、同中間決算日現在の中

間財務諸表を使用しており

ます。ただし、平成19年７

月１日から平成19年９月30

日までの期間に発生した重

要な取引については、連結

上必要な調整を行っており

ます。 

その他の連結子会社の中間

決算日はすべて９月30日で

あり、中間連結財務諸表提

出会社の中間決算日と一致

しております。

連結子会社のうちTSUBACO 

SINGAPORE  PTE．LTD.、

TSUBACO KOREA CO.,LTD.、

TSUBACO KTE CO.,LTD.の決

算日は平成18年12月31日で

あります。連結財務諸表の

作成に当たっては、同決算

日現在の財務諸表を使用し

ております。ただし、平成

19年１月１日から平成19年

３月31日までの期間に発生

した重要な取引について

は、連結上必要な調整を行

っております。 

その他の連結子会社の決算

日はすべて３月31日であ

り、連結財務諸表提出会社

の決算日と一致しておりま

す。

４ 会計処理基準に関

する事項

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     …償却原価法

(定額法)

 ｂ その他有価証券

    時価のあるもの

     …中間決算日の

市場価格等に

基づく時価法

      (評価差額を

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法により算定

し て お り ま

す。)

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     …同左

     

ｂ その他有価証券

     時価のあるもの

     …同左

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法

 ① 有価証券

 ａ 満期保有目的の債券

     …同左

 ｂ その他有価証券

    時価のあるもの

     …決算日の市場

価格等に基づ

く時価法

      (評価差額を

全部純資産直

入法により処

理し、売却原

価は移動平均

法により算定

し て お り ま

す。)

    時価のないもの

     …移動平均法に

よる原価法

    時価のないもの

     …同左

    時価のないもの

     …同左

 ② たな卸資産

 ａ 商品………総平均法

による原

価法

 ｂ 半成工事…個別法に

よる原価

法

 ② たな卸資産

 ａ 商品………同左

 

 

 ｂ 半成工事…同左

 ② たな卸資産

 ａ 商品………同左

 

 

 ｂ 半成工事…同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採

用しております。た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く)については

定額法を採用してお

ります。なお、主な

耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15年～47年

機械装置 
及び 
運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～10年

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採

用しております。た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く)については

定額法を採用してお

ります。なお、主な

耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15年～47年

機械装置
及び 
運搬具

５年～12年

工具器具
及び備品

２年～15年

 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法

 ① 有形固定資産

   主として定率法を採

用しております。た

だし、平成10年４月

１日以降に取得した

建物(建物附属設備

を除く)については

定額法を採用してお

ります。なお、主な

耐用年数は以下のと

おりであります。

建物 15年～47年

機械装置 
及び 
運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～15年

 ② 無形固定資産

   定額法によっており

ます。なお、耐用年

数については、法人

税法に規定する方法

と同一の基準によっ

ております。

   ただし、自社利用の

ソフトウエアについ

ては、社内における

利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採

用しております。

 ② 無形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込

額を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基

準

 ① 貸倒引当金

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。

なお、会計基準変更

時差異(1,148百万

円)については、12

年による按分額を費

用処理しておりま

す。

数理計算上の差異に

ついては、各連結会

計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(13年)による按分

額をそれぞれ発生時

の翌連結会計年度よ

り費用処理しており

ます。

 ② 退職給付引当金

    同左

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当連結会計年

度末において発生し

ていると認められる

額を計上しておりま

す。

なお、会計基準変更

時差異(1,148百万

円)については、12

年による按分額を費

用処理しておりま

す。

数理計算上の差異に

ついては、各連結会

計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(13年)による按分

額をそれぞれ発生時

の翌連結会計年度よ

り費用処理しており

ます。

 ③ 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の

支給に備えるため、

内規に基づく基準額

を計上しておりま

す。

 ③ 役員退職引当金

同左

 ③ 役員退職引当金

同左

 ④ 役員賞与引当金

   役員の賞与の支給に

備えるため、支給見

込額に基づき、当中

間連結会計期間末に

おいて発生している

と認められる額を計

上しております。

 ④ 役員賞与引当金

     同左

 ④ 役員賞与引当金

   役員の賞与の支給に

備えるため、支給見

込額を計上しており

ます。

(4) 収益の計上基準

長期大型工事(工期１

年超かつ請負金額３億

円以上)について、工

事進行基準を採用して

おります。

なお、当中間連結会計

期間における工事進行

基準による売上高は

929百万円でありま

す。

(4) 収益の計上基準

長期大型工事(工期１

年超かつ請負金額３億

円以上)について、工

事進行基準を採用して

おります。

なお、当中間連結会計

期間における工事進行

基準による売上高はあ

りません。

(4) 収益の計上基準

長期大型工事(工期１

年超かつ請負金額３億

円以上)について、工

事進行基準を採用して

おります。

なお、当連結会計年度

における工事進行基準

による売上高は937百

万円であります。
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産及び負債、

収益及び費用は、中間

決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部

における為替換算調整

勘定及び少数株主持分

に含めております。

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

     同左

(5) 重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算の基準

  外貨建金銭債権債務

は、連結決算日の直物

為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損

益として処理しており

ます。なお、在外子会

社等の資産及び負債、

収益及び費用は、連結

決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、

換算差額は純資産の部

における為替換算調整

勘定及び少数株主持分

に含めております。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

  リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引

については、通常の賃

貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっ

ております。

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(6) 重要なリース取引の処

理方法

同左

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

(7) 重要なヘッジ会計の方

法

 ① ヘッジ会計の方法

   繰延ヘッジ処理を採

用しております。な

お、金利スワップに

ついては特例処理の

要件を満たしている

場合は特例処理を採

用しております。ま

た、為替予約取引の

うち振当処理の要件

を満たしている場合

は、振当処理を採用

しております。

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッ

ジ対象

  ・為替予約取引（外貨

建債権債務及び外貨

建予定取引）

  ・金利スワップ（長期

借入金）

 ② ヘッジ手段及びヘッ

ジ対象

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッ

ジ対象

同左
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項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 ③ ヘッジ方針

   外貨建取引について

は為替リスクを、長

期借入金については

金利変動リスクをヘ

ッジし、投機的な取

引は行わない方針で

あります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

   ヘッジ対象とヘッジ

手段の相場変動又は

キャッシュ・フロー

変動を直接結び付け

て判定しておりま

す。ただし、特例処

理によっている金利

スワップについて

は、有効性の評価を

省略しております。

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価

の方法

同左

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係るもの

   リスク管理は取引権

限及び取引限度額等

を定めた社内ルール

に従い、財経部にて

行っております。

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係るもの

同左

 ⑤ その他リスク管理方

法のうちヘッジ会計

に係るもの

同左

(8) その他重要な事項

・消費税等の会計処理

   税抜方式によってお

ります。

(8) その他重要な事項

・消費税等の会計処理

同左

(8) その他重要な事項

・消費税等の会計処理

同左

５ 中間連結(連結)キ

ャッシュ・フロー

計算書における資

金の範囲

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は手許

現金、要求払預金及び取得

日から３ヶ月以内に満期日

の到来する流動性の高い、

容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は手許現

金、要求払預金及び取得日

から３ヶ月以内に満期日の

到来する流動性の高い、容

易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない短

期的な投資であります。
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(6) 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第５号 平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は12,452百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当連結会計年度より「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適

用しております。 

 従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は13,178百万円でありま

す。 

 なお、当連結会計年度における連

結貸借対照表の純資産の部について

は、連結財務諸表規則の改正に伴

い、改正後の連結財務諸表規則によ

り作成しております。

（営業費用の配分の変更） 

 従来、海外取引にかかる営業費用

は、セグメントに所属する部署分を

そのまま当該セグメントに配分して

おりましたが、海外取引の多様化に

伴いセグメントをまたがる営業費用

が発生していることから当中間連結

会計期間より配分方法を見直し、よ

り実態に応じた適正な費用配分をす

ることといたしました。 

 これにより、従来の配分方法に比

べ、動伝事業に配分された営業費用

が38百万円増額し、営業利益が同額

減少しております。また、設備装置

事業では営業費用が38百万円減額さ

れ、営業利益が同額増加しておりま

す。

――― （営業費用の配分の変更） 

 従来、海外取引にかかる営業費用

は、セグメントに所属する部署分を

そのまま当該セグメントに配分して

おりましたが、海外取引の多様化に

伴いセグメントをまたがる営業費用

が発生していることから当連結会計

年度より配分方法を見直し、より実

態に応じた適正な費用配分をするこ

とといたしました。 

 これにより、従来の配分方法に比

べ、動伝事業に配分された営業費用

が58百万円増額し、営業利益が同額

減少しております。また、設備装置

事業では営業費用が58百万円減額さ

れ、営業利益が同額増加しておりま

す。
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前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――― （重要な減価償却資産の減価償却の

方法） 

有形固定資産 

（会計方針の変更）

   法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

 

（追加情報） 

なお、平成19年３月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等

償却する方法によっておりま

す。これによる損益に与える

影響は軽微であります。

―――
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(7) 中間連結財務諸表に関する注記事項

(中間連結貸借対照表関係)

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

331百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

369百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

351百万円

※２ 担保資産

   投資有価証券312百万円を営

業取引の担保に供しておりま

す。

※２ 担保資産

   投資有価証券422百万円を営

業取引の担保に供しており、

対応債務は、支払手形及び買

掛金で499百万円でありま

す。

※２ 担保資産

   投資有価証券405百万円を営

業取引の担保に供しており、

対応債務は、支払手形及び買

掛金で747百万円でありま

す。

 ３ 保証債務

   借入金保証

保証先
保証額 

(百万円)

従業員
(住宅資金)

2

 ３ 保証債務

      ―――

 ３ 保証債務

   借入金保証

保証先
保証額 
(百万円)

従業員
(住宅資金)

0

 ４    ―――  ４    ―――  ４ 受取手形割引高 135百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間末日は金融機関の

休日でありましたため、次の

満期手形が中間連結会計期間

末日残高に含まれておりま

す。

 受取手形 713百万円

 支払手形 1,537百万円

※５ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間連

結会計期間末日は金融機関の

休日でありましたため、次の

満期手形が中間連結会計期間

末日残高に含まれておりま

す。

 受取手形 630百万円

 支払手形 1,291百万円

 

※５ 当連結会計年度末日満期手形

の会計処理は、手形交換日に

決済処理をしております。当

連結会計年度末日は金融機関

の休日のため、下記の満期手

形が当連結会計年度末日残高

に含まれております。

 受取手形 869百万円

 支払手形 2,242百万円
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(中間連結損益計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

給料及び手当 1,659百万円

賞与 281百万円

地代家賃 399百万円

貸倒引当金 
繰入額

2百万円

退職給付費用 141百万円

役員退職 
引当金繰入額

37百万円

役員賞与 
引当金繰入額

27百万円

減価償却費 30百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

給料及び手当 1,561百万円

賞与 263百万円

地代家賃 398百万円

退職給付費用 142百万円

役員退職
引当金繰入額

44百万円

役員賞与
引当金繰入額

51百万円

減価償却費 25百万円

 

※１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目と金額は次のとおりで

あります。

給料及び手当 3,201百万円

賞与 650百万円

旅費交通費 651百万円

退職給付費用 283百万円

地代家賃 794百万円

役員退職 
引当金繰入額

76百万円

役員賞与 
引当金繰入額

103百万円

減価償却費 62百万円

※２    ――― ※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び運搬
具

2百万円

その他 0百万円

計 3百万円

 

※２ 固定資産売却益の内訳

機械装置及び
運搬具

0百万円

※３    ――― ※３ 固定資産売却及び廃棄損の内

訳

工具器具及び備品 0百万円

その他 0百万円

計 0百万円

※３ 固定資産売却及び廃棄損の内

訳

工具器具及び備品 0百万円

その他 1百万円

計 1百万円
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（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
  

 
  

 
  
  

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 410 5 66 349

 単元未満株式の買取りによる増加 ４千株

 持分法適用会社が取得した自己株式の当社帰属分の増加 ０千株

 ストック・オプションの権利行使による減少 66千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 160 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 96 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日
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（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
  

 
  

 
  
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当中間連結会計期間 

増加株式数

当中間連結会計期間 

減少株式数

当中間連結会計期間末

株式数

普通株式 (千株) 331 7 69 269

 単元未満株式の買取りによる増加 ６千株

 持分法適用会社が取得した自己株式の当社帰属分の増加 ０千株

 ストック・オプションの権利行使による減少 69千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 225 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年11月８日 
取締役会

普通株式 利益剰余金 129 4.00 平成19年９月30日 平成19年12月７日
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（変動事由の概要） 

増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  
  

 
  

 
  
  

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当連結会計年度 

増加株式数

当連結会計年度 

減少株式数

当連結会計年度末 

株式数

普通株式 (千株) 32,489 ― ― 32,489

２ 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前連結会計年度末 

株式数

当連結会計年度 

増加株式数

当連結会計年度 

減少株式数

当連結会計年度末 

株式数

普通株式 (千株) 410 16 96 331

 単元未満株式の買取りによる増加 15千株

 持分法適用会社が取得した自己株式の当社帰属分の増加 １千株

 ストック・オプションの権利行使による減少 96千株

３ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月29日 
定時株主総会

普通株式 160 5.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日

平成18年11月９日 
取締役会

普通株式 96 3.00 平成18年９月30日 平成18年12月８日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月28日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 225 7.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金 
勘定

4,397百万円

 

  現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関

係

現金及び預金
勘定

4,433百万円

 

  現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金 
勘定

6,444百万円
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(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

項目

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

動伝事業

(百万円)

設備装置
事業

(百万円)

産業資材
事業 
その他 
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

22,727 19,703 3,636 46,067 ― 46,067

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

336 953 115 1,404 (1,404) ―

計 23,063 20,656 3,752 47,471 (1,404) 46,067

営業費用 22,198 20,189 3,631 46,020 (1,046) 44,973

営業利益 864 466 120 1,451 (357) 1,093

項目

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

動伝事業

(百万円)

設備装置
事業

(百万円)

産業資材
事業 
その他 
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

23,800 20,550 3,675 48,027 ― 48,027

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

282 2,054 84 2,421 (2,421) ―

計 24,083 22,605 3,759 50,448 (2,421) 48,027

営業費用 23,130 21,851 3,658 48,640 (2,076) 46,563

営業利益 953 753 101 1,808 (345) 1,463
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(注) ① 事業区分は、内部管理組織によっております。 

（各事業に属する主要な商品） 

 
  

② 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の管理部門に係る費用

であります。 
  

 
  

・前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度 

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別

セグメント情報の記載を省略しております。 

  

・前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間並びに前連結会計年度 

海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

項目

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

動伝事業

(百万円)

設備装置
事業

(百万円)

産業資材
事業 
その他 
(百万円)

計

(百万円)

消去又は
全社

(百万円)

連結

(百万円)

売上高及び営業損益

 売上高

(1) 外部顧客に 
  対する売上高

46,753 39,753 7,242 93,749 ― 93,749

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

639 2,388 248 3,276 (3,276) ―

計 47,392 42,142 7,490 97,026 (3,276) 93,749

営業費用 45,658 41,093 7,269 94,021 (2,545) 91,476

営業利益 1,734 1,048 221 3,004 (730) 2,273

 

事業別 主要商品名

動伝事業

ローラチェーン及び鎖車、タイミングチェーン及び歯付きベルト、 

各種搬送用チェーン、各種カップリング、各種電動機、制御機器、 

各種変減速機、電子機器、その他伝動機器

設備装置事業

化学機械装置、水処理装置、食品機械、その他環境装置、各種NC工作機械、 

鍛圧機械、産業用ロボット、各種コンベヤ、各種自動化装置、サイロ設備、 

立体倉庫及び自動仕分装置、各種輸送装置を含むFAシステム、建築請負工事、 

標準鉄構建築の設計施工、建設機械

産業資材事業 
その他

各種不織布及びその加工品、各種合成樹脂成形機及び成形品、機能素材

前中間連結会計期間 362百万円

当中間連結会計期間 370百万円

前連結会計年度 771百万円

２ 所在地別セグメント情報

３ 海外売上高
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(リース取引関係)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具 
及び備品 
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

408 49 457

減価償却 
累計額 
相当額

151 22 174

中間 
期末残高 
相当額

256 26 283

 
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具
及び備品
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

426 46 473

減価償却 
累計額 
相当額

218 12 231

中間 
期末残高 
相当額

207 34 242

 
 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具 
及び備品 
(百万円)

その他

(百万円)

合計

(百万円)

取得価額 
相当額

433 52 486

減価償却 
累計額 
相当額

190 15 205

期末残高 
相当額

243 37 280

 

 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 91百万円

１年超 191百万円

合計 282百万円

 
 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 96百万円

１年超 152百万円

合計 249百万円

 
 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 98百万円

１年超 188百万円

合計 287百万円

 

 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 52百万円
減価償却費 
相当額

49百万円

支払利息 
相当額

4百万円

 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 54百万円
減価償却費
相当額

51百万円

支払利息
相当額

4百万円

 
 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 112百万円
減価償却費 
相当額

101百万円

支払利息 
相当額

8百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  主としてリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とした定額

法によっております。

 

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とした定額法によっ

ております。

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の

記載は省略しております。

（減損損失について）

同左

（減損損失について）

同左

２ オペレーティング・リース取引

―――

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

 未経過リース料

１年内 38百万円

１年超 29百万円

合計 68百万円

２ オペレーティング・リース取引

（借主側）

 未経過リース料

１年内 28百万円

１年超 18百万円

合計 47百万円
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(有価証券関係)

 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日)

１ 時価のある有価証券

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他有価証券

① 株 式 3,873 10,021 6,148

② その他 31 67 35

計 3,904 10,088 6,183

２ 時価評価されていない主な有価証券

内容
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券

① 非上場株式 8

② その他 100

計 108

 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日)

１ 時価のある有価証券

区分 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他有価証券

① 株 式 4,921 10,226 5,304

② その他 31 68 37

計 4,953 10,295 5,341

２ 時価評価されていない主な有価証券

内容
中間連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券

① 非上場株式 8

② その他 100

計 108
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前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 

デリバティブ取引についてヘッジ会計を適用しているため、開示の対象がありません。 

  

  

  

中間決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

前連結会計年度末(平成19年３月31日)

１ 時価のある有価証券

区分 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円)

差額(百万円)

その他有価証券

① 株 式 3,811 9,938 6,127

② その他 31 70 38

計 3,842 10,008 6,165

 

２ 時価評価されていない主な有価証券

内容
連結貸借対照表計上額

（百万円）

その他有価証券

① 非上場株式 8

② その他 100

計 108

(デリバティブ取引関係)

(ストック・オプション等関係)
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(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 
  

  

該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 387円46銭 １株当たり純資産額 410円22銭 １株当たり純資産額 409円81銭

１株当たり中間純利益 17円22銭 １株当たり中間純利益 22円91銭 １株当たり当期純利益 36円42銭

潜在株式調整後１株当た
り中間純利益

17円19銭
潜在株式調整後１株当た
り中間純利益

―
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益

36円37銭

 

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

中間連結貸借対照表の純資産の部の 
合計額（百万円）

12,563 13,409 13,326

普通株式に係る純資産額（百万円） 12,452 13,217 13,178

差額の主な内訳（百万円） 
 少数株主持分

110 192 148

普通株式の発行済株式数（千株） 32,489 32,489 32,489

普通株式の自己株式数（千株） 349 269 331

１株当たり純資産の算定に用いられた
普通株式の数 (千株)

32,139 32,220 32,158

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間(当期)純利益(百万円) 553 737 1,170

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円)

553 737 1,170

普通株式の期中平均株式数(千株) 32,128 32,209 32,135

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益の算定に用いられた普通株

式増加数の主要な内訳（千株）

・平成14年６月27日定時株主総会決議

 ストックオプション

 （新株予約権方式）

61 ― 42

普通株式増加数(千株) 61 ― 42

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間(当期)純利益の

算定に含めなかった潜在株式の概要

――――― ――――― ―――――

(重要な後発事象)
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５ 中間個別財務諸表

(1) 中間貸借対照表

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 3,363 3,321 5,285

 ２ 受取手形 ※４ 6,084 7,327 6,287

 ３ 売掛金 32,200 28,356 30,661

 ４ たな卸資産 4,634 4,996 6,606

 ５ その他 1,739 1,135 2,185

   貸倒引当金 △180 △147 △155

   流動資産合計 47,843 80.6 44,989 79.1 50,871 81.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産 ※１ 371 397 393

 ２ 無形固定資産 6 4 6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 ※２ 9,688 9,873 9,615

  (2) その他 1,568 1,685 1,447

    貸倒引当金 △121 △95 △96

   投資その他の 
   資産合計

11,135 11,463 10,965

   固定資産合計 11,513 19.4 11,865 20.9 11,365 18.3

    資産合計 59,356 100.0 56,854 100.0 62,237 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※４ 12,400 10,677 12,829

 ２ 買掛金 ※２ 24,756 22,845 25,267

 ３ 一年内償還予定の 
   社債

― 1,350 1,350

 ４ 役員賞与引当金 20 40 80

 ５ 前受金 2,645 3,374 3,704

 ６ その他 1,785 2,015 2,205

   流動負債合計 41,607 70.1 40,304 70.9 45,436 73.0

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 1,350 ― ―

 ２ 長期借入金 2,000 2,000 2,000

 ３ 退職給付引当金 819 892 854

 ４ 役員退職引当金 466 395 500

 ５ その他 1,855 1,520 1,729

   固定負債合計 6,491 10.9 4,808 8.4 5,083 8.2

   負債合計 48,099 81.0 45,113 79.3 50,520 81.2
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前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 2,945 5.0 2,945 5.2 2,945 4.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 750 750 750

  (2) その他資本 
    剰余金

1,072 1,061 1,069

   資本剰余金合計 1,822 3.0 1,811 3.2 1,819 2.9

 ３ 利益剰余金

  (1) その他利益 
    剰余金

    別途積立金 2,350 2,950 2,350

    繰越利益剰余金 683 912 984

   利益剰余金合計 3,033 5.1 3,862 6.8 3,334 5.4

 ４ 自己株式 △87 △0.1 △66 △0.1 △83 △0.1

  株主資本合計 7,714 13.0 8,552 15.1 8,016 12.9

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

3,543 6.0 3,188 5.6 3,700 5.9

  評価・換算差額等 
  合計

3,543 6.0 3,188 5.6 3,700 5.9

  純資産合計 11,257 19.0 11,741 20.7 11,716 18.8

  負債純資産合計 59,356 100.0 56,854 100.0 62,237 100.0
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(2) 中間損益計算書

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 43,197 100.0 44,566 100.0 87,034 100.0

Ⅱ 売上原価 39,014 90.3 40,287 90.4 78,597 90.3

   売上総利益 4,183 9.7 4,278 9.6 8,437 9.7

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費

3,372 7.8 3,208 7.2 6,753 7.8

   営業利益 810 1.9 1,070 2.4 1,683 1.9

Ⅳ 営業外収益 ※１ 277 0.6 352 0.8 378 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２ 45 0.1 42 0.1 93 0.1

   経常利益 1,042 2.4 1,380 3.1 1,968 2.2

Ⅵ 特別利益 ※３ 28 0.1 7 0.0 66 0.1

Ⅶ 特別損失 5 0.0 6 0.0 5 0.0

  税引前中間（当期） 
  純利益

1,065 2.5 1,381 3.1 2,029 2.3

  法人税、住民税及び 
  事業税

461 473 928

  法人税等調整額 54 515 1.2 156 629 1.4 153 1,081 1.2

  中間(当期)純利益 550 1.3 752 1.7 948 1.1
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前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

(3) 中間株主資本等変動計算書

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,071 1,821 1,950 693 2,643 △98 7,312

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当（注） ―  ― ― ― ― △160 △160 ― △160

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 400 △400 ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ― ― 550 550 ― 550

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― ― 0 0 ― ― ― 13 14

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― 0 0 400 △10 389 11 401

平成18年９月30日残高
(百万円)

2,945 750 1,072 1,822 2,350 683 3,033 △87 7,714

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

4,468 4,468 11,781

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △160

 別途積立金の積立 ― ― ―

 中間純利益 ― ― 550

 自己株式の取得 ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― 14

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額)

△925 △925 △925

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△925 △925 △523

平成18年９月30日残高
(百万円)

3,543 3,543 11,257
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当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成19年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,069 1,819 2,350 984 3,334 △83 8,016

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 ― ― ― ― ― △225 △225 ― △225

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 600 △600 ― ― ―

 中間純利益 ― ― ― ― ― 752 752 ― 752

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △2 △2

 自己株式の処分 ― ― △7 △7 ― ― ― 19 12

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

― ― △7 △7 600 △72 527 16 536

平成19年９月30日残高
(百万円)

2,945 750 1,061 1,811 2,950 912 3,862 △66 8,552

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,700 3,700 11,716

中間会計期間中の 
変動額

 剰余金の配当 ― ― △225

 別途積立金の積立 ― ― ―

 中間純利益 ― ― 752

 自己株式の取得 ― ― △2

 自己株式の処分 ― ― 12

株主資本以外の項目 
の中間会計期間中の 
変動額(純額)

△511 △511 △511

中間会計期間中の 
変動額合計(百万円)

△511 △511 25

平成19年９月30日残高
(百万円)

3,188 3,188 11,741
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前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 
  

 
（注）平成18年６月29日開催の定時株主総会における利益処分160百万円と平成18年12月８日に実施いたしました中間

配当96百万円の合計額であります。 

  

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合計資本 

準備金

その他
資本 
剰余金

資本
剰余金 
合計

その他利益剰余金 利益 
剰余金 
合計

別途
積立金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,071 1,821 1,950 693 2,643 △98 7,312

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― ― ― ― △257 △257 ― △257

 別途積立金の積立 ― ― ― ― 400 △400 ― ― ―

 当期純利益 ― ― ― ― ― 948 948 ― 948

 自己株式の取得 ― ― ― ― ― ― ― △６ △６

 自己株式の処分 ― ― △２ △２ ― ― ― 22 19

株主資本以外の項目 
の事業年度中の変動 
額(純額)

― ― ― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額 
合計(百万円)

― ― △２ △２ 400 291 691 15 704

平成19年３月31日残高
(百万円)

2,945 750 1,069 1,819 2,350 984 3,334 △83 8,016

評価・換算差額等

純資産合計その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高
(百万円)

4,468 4,468 11,781

事業年度中の変動額

 剰余金の配当（注） ― ― △257

 別途積立金の積立 ― ― ―

 当期純利益 ― ― 948

 自己株式の取得 ― ― △６

 自己株式の処分 ― ― 19

株主資本以外の項目 
の事業年度中の変動 
額(純額)

△768 △768 △768

事業年度中の変動額 
合計(百万円)

△768 △768 △64

平成19年３月31日残高
(百万円)

3,700 3,700 11,716
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(4) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法

 (1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

    …償却原価法(定額法)

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

…中間決算日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

 (1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

    …同左

 ② その他有価証券

時価のあるもの

…同左

 (1) 有価証券

 ① 満期保有目的の債券

    …同左

 ② その他有価証券

   時価のあるもの

    …決算日の市場価格等に基

づく時価法

    (評価差額は、全部純資産

直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によ

り算定)

   時価のないもの 

    …移動平均法による原価法

   時価のないもの 

    …同左

   時価のないもの 

    …同左

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

    …移動平均法による原価法

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

    …同左

 ③ 子会社株式及び関連会社株式 

    …同左

 (2) たな卸資産

   商品…………総平均法による

原価法

   半成工事……個別法による原

価法

 (2) たな卸資産

   商品…………同左

   半成工事……同左

 (2) たな卸資産

   商品…………同左

   半成工事……同左

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 15年～47年

機械装置 
及び運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～10年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 15年～47年

機械及び
車輌運搬具

５年～12年

工具器具
及び備品

２年～15年

２ 固定資産の減価償却の方法

 (1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属

設備を除く)については定額

法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物 15年～47年

機械及び 
車輌運搬具

５年～12年

工具器具 
及び備品

２年～15年

 (2) 無形固定資産

   定額法によっております。

   なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

   ただし、自社利用のソフトウ

エアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しておりま

す。

 (2) 無形固定資産

同左

 (2) 無形固定資産

同左
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前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

３ 引当金の計上基準

 (1) 貸倒引当金

同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間会計期

間末において発生していると

認められる額を計上しており

ます。なお、会計基準変更時

差異（1,121百万円）につい

ては、12年による按分額を費

用処理しております。

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による

按分額をそれぞれ発生時の翌

事業年度より費用処理してお

ります。

 (2) 退職給付引当金

    同左

 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差

異(1,121百万円)について

は、12年による按分額を費用

処理しております。

数理計算上の差異について

は、各事業年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（13年）による

按分額をそれぞれ発生時の翌

事業年度より費用処理してお

ります。

 (3) 役員退職引当金

   役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく基準

額を計上しております。

 (3) 役員退職引当金

同左

 (3) 役員退職引当金

同左

 (4) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。

 (4) 役員賞与引当金

    同左

 (4) 役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額を計上してお

ります。

４ 収益の計上基準

長期大型工事(工期１年超かつ

請負金額３億円以上)につい

て、工事進行基準を採用してお

ります。

なお、当中間会計期間における

工事進行基準における売上高は

929百万円であります。

４ 収益の計上基準

長期大型工事(工期１年超かつ

請負金額３億円以上)につい

て、工事進行基準を採用してお

ります。

なお、当中間会計期間における

工事進行基準による売上高はあ

りません。

４ 収益の計上基準

長期大型工事(工期１年超かつ

請負金額３億円以上)につい

て、工事進行基準を採用してお

ります。

なお、当事業年度における工事

進行基準による売上高は937百

万円であります。

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

同左

５ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。
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前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

６ リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。

６ リース取引の処理方法

同左

６ リース取引の処理方法

同左

７ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップ

については特例処理の要件を

満たしている場合は特例処理

を採用しております。また、

為替予約取引のうち振当処理

の要件を満たしている場合

は、振当処理を採用しており

ます。

７ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法

同左

７ ヘッジ会計の方法 

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

・為替予約取引（外貨建債権債

務及び外貨建予定取引）

・金利スワップ（長期借入金）

 ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

同左

 ② ヘッジ手段及びヘッジ対象 

同左

 ③ ヘッジ方針

外貨建取引については為替リ

スクを、長期借入金について

は金利変動リスクをヘッジ

し、投機的な取引は行わない

方針であります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

ヘッジ対象とヘッジ手段の相

場変動またはキャッシュ・フ

ロー変動を直接結び付けて判

定しております。ただし、特

例処理によっている金利スワ

ップについては、有効性の評

価を省略しております。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

   リスク管理は、取引権限及び

取引限度額等を定めた社内ル

ールに従い、財経部にて行っ

ております。

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

 ⑤ その他リスク管理方法のうち

ヘッジ会計に係るもの

同左

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

   ・消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

８ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項

   ・消費税等の会計処理

    同左

８ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項

   ・消費税等の会計処理

同左
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(5) 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

   当中間会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しており

ます。

   従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は11,257百万円

であります。

   なお、当中間会計期間におけ

る中間貸借対照表の純資産の

部については、中間財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後

の中間財務諸表等規則により

作成しております。

――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準)

   当事業年度より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準

第５号 平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12

月９日）を適用しておりま

す。

   従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は11,716百万円

であります。

   なお、当事業年度における貸

借対照表の純資産の部につい

ては、財務諸表等規則の改正

に伴い、改正後の財務諸表等

規則により作成しておりま

す。

――― （固定資産の減価償却の方法） 

有形固定資産 

（会計方針の変更）

   法人税法の改正（（所得税法

等の一部を改正する法律 平

成19年３月30日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の

一部を改正する政令 平成19

年３月30日 政令第83号））

に伴い、平成19年４月１日以

降に取得したものについて

は、改正後の法人税法に基づ

く方法に変更しております。

これによる損益に与える影響

は軽微であります。 

 

（追加情報）

   なお、平成19年３月31日以前

に取得したものについては、

償却可能限度額まで償却が終

了した翌年から５年間で均等

償却する方法によっておりま

す。これによる損益に与える

影響は軽微であります。

―――
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(6) 中間個別財務諸表に関する注記事項

(中間貸借対照表関係)

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

258百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

296百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額

280百万円

※２ 担保資産

   投資有価証券312百万円を営

業取引の担保に供しておりま

す。

※２ 担保資産

   投資有価証券422百万円を営

業取引の担保に供しており、

対応債務は買掛金で499百万

円であります。

※２ 担保資産

   このうち営業取引の担保に

405百万円を供しており、対

応債務は支払手形及び買掛金

で747百万円であります。

 

 ３ 保証債務

借入金保証

保証先
保証額 
(百万円)

従業員
(住宅資金)

2

TSUBACO SINGA-
PORE  PTE.LTD.

52

計 54
 

 

 ３ 保証債務

借入金保証

保証先
保証額 
(百万円)

TSUBACO SINGA-
PORE  PTE.LTD.

39

計 39

契約履行保証

保証先
保証額 

(百万円)

TSUBACO KTE 
CO.,LTD.

5

合 計

保証額 
(百万円)

44

 

 

 ３ 保証債務

借入金保証

保証先
保証額 

(百万円)

従業員
(住宅資金)

0

TSUBACO SINGA-
PORE  PTE.LTD.

53

計 53

契約履行保証

保証先
保証額 

(百万円)

TSUBACO KTE 
CO.,LTD.

5

 

合 計

保証額 
(百万円)

58

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日は金融機関の休日であ

りましたため、次の満期手形

が中間会計期間末日残高に含

まれております。

    受取手形 592百万円

    支払手形 1,309百万円

※４ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間会計期

間末日は金融機関の休日であ

りましたため、次の満期手形

が中間会計期間末日残高に含

まれております。

    受取手形 547百万円

    支払手形 1,129百万円
 

※４ 期末日満期手形の会計処理

は、手形交換日に決済処理を

しております。当事業年度末

日は金融機関の休日のため、

下記の期末日満期手形が当事

業年度末日残高に含まれてお

ります。

    受取手形 608百万円

    支払手形 1,978百万円
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(中間損益計算書関係)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主なもの

   

受取利息 2百万円

受取配当金 229百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの

   

受取利息 4百万円

受取配当金 303百万円

※１ 営業外収益のうち主なもの

  

受取利息 5百万円

受取配当金 265百万円

 

※２ 営業外費用のうち主なもの

   

支払利息 22百万円

手形等売却損 3百万円

売上割引 12百万円
 

※２ 営業外費用のうち主なもの

   

支払利息 25百万円

手形等売却損 0百万円

売上割引 11百万円

※２ 営業外費用のうち主なもの

  

支払利息 44百万円

手形等売却損 4百万円

売上割引 25百万円

※３ 特別利益のうち主なもの

   

関係会社株式売却益 10百万円

貸倒引当金戻入額 18百万円

※３    ―――

   

※３ 特別利益のうち主なもの

  

関係会社株式売却

益

10百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 20百万円

無形固定資産 2百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 17百万円

無形固定資産 0百万円

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 44百万円

無形固定資産 3百万円
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  （変動事由の概要） 

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

   
  （変動事由の概要） 

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

   
  （変動事由の概要） 

  増加株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  減少株式数の内訳は、次のとおりであります。 

 
  

(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 

株式数

当中間会計期間 

増加株式数

当中間会計期間 

減少株式数

当中間会計期間末 

株式数

普通株式（千株） 378 4 66 317

単元未満株式の買取りによる増加 ４千株

ストック・オプションの権利行使による減少 66千株

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 

株式数

当中間会計期間 

増加株式数

当中間会計期間 

減少株式数

当中間会計期間末 

株式数

普通株式（千株） 297 6 69 235

単元未満株式の買取りによる増加 ６千株

ストック・オプションの権利行使による減少 69千株

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）

 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
前事業年度末 

株式数

当事業年度 

増加株式数

当事業年度 

減少株式数

当事業年度末 

株式数

普通株式（千株） 378 15 96 297

単元未満株式の買取りによる増加 15千株

ストック・オプションの権利行使による減少 96千株
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(リース取引関係)

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引

(借主側)

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具 
及び備品 
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

401 45 447

減価償却 
累計額 
相当額

146 19 166

中間 
期末残高 
相当額

255 26 281

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額

工具器具
及び備品
(百万円)

その他 
(百万円)

合計 
(百万円)

取得価額 
相当額

422 38 461

減価償却 
累計額 
相当額

217 11 228

中間 
期末残高 
相当額

205 27 233

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額

工具器具 

及び備品 

(百万円)

その他 

(百万円)

合計 

(百万円)

取得価額 
相当額

424 38 463

減価償却 
累計額 
相当額

183 7 190

期末残高 
相当額

240 31 272

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 89百万円

１年超 191百万円

合計 280百万円

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額

１年内 94百万円

１年超 145百万円

合計 239百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

 

１年内 95百万円

１年超 183百万円

合計 278百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 51百万円

減価償却費 
相当額

48百万円

支払利息相当額 4百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 53百万円

減価償却費
相当額

49百万円

支払利息相当額 4百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額

支払リース料 107百万円

減価償却費 
相当額

96百万円

支払利息相当額 8百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  主としてリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(4) 減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。

(5) 利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(5) 利息相当額の算定方法

同左

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損

失はありませんので、項目等の

記載は省略しております。

(減損損失について)

同左

(減損損失について)

同左

２ オペレーティング・リース取引

―――――

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

 未経過リース料

１年内 4百万円

１年超 10百万円

合計 15百万円

２ オペレーティング・リース取引

 (借主側)

 未経過リース料

１年内 4百万円

１年超 8百万円

合計 12百万円
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子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは所有しておりません。 

  

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

該当事項はありません。 

  

(有価証券関係)

前中間会計期間末(平成18年９月30日)

当中間会計期間末(平成19年９月30日)

前事業年度末(平成19年３月31日)

(１株当たり情報)

(重要な後発事象)
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   受注・販売・仕入の状況（当中間連結会計期間 平成19年４月１日～平成19年９月30日） 

〔 受注実績 〕 

(単位：百万円) 

 
 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

〔 販売実績 〕 

(単位：百万円) 

 
 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

〔 仕入実績 〕 

(単位：百万円) 

 
 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ その他

事業の種類別セグメントの名称 受注高 前年同期比(％) 受注残高 前年同期比(％)

  動伝事業 23,893 △ 1.9 3,362  + 4.9

  設備装置事業 20,018 △ 1.2 15,386 + 4.9

  産業資材事業その他 3,780 + 1.3 151 △ 1.6

  消去 △1,625 ― △1,177 ―

合計 46,066 △ 0.6 17,723  + 4.3

事業の種類別セグメントの名称 販売高 前年同期比(％)

  動伝事業 24,083 + 4.4

  設備装置事業 22,605 + 9.4

  産業資材事業その他 3,759 + 0.2

  消去 △2,421 ―

合計 48,027 + 4.3

事業の種類別セグメントの名称 仕入高 前年同期比(％)

  動伝事業 20,615   + 3.6

  設備装置事業 18,754 △ 1.1

  産業資材事業その他 3,396 + 2.1

  消去 △2,430 ―

合計 40,335 △ 1.1
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